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Ⅰ．はじめに 

 １．佐倉市における補助金検討の経緯 

 

佐倉市における補助金の見直しは、平成８年度、新行財政改革システム推進大綱によ

り、平成１５年度末までに全ての補助金を白紙検討することから始まり、全ての団体補助金

の一律１０％削減等が実施されました。 

また平成１５年度には、第三者機関として補助金等検討委員会が設置され、３年間にわ

たり、補助事業の検討・評価が行われました。それらに基づいて、平成１８年、現行の補助

金等交付基準が策定されています。 

そして、平成２０年度には行政活動成果評価懇話会による見直しが実施され、現状と課

題、今後のあり方などについての提言がなされ、現在に至るものです。 

 

 ２．今回の佐倉市補助金検討委員会の意義と検討の経緯 

 

現行の補助制度（補助金等交付基準）では、交付期間は３年を期限とする終期を設定

し、補助事業の期限は平成２４年３月３１日となっています。 

このため、平成２４年度以降の補助制度については、新たなスタートを切る必要があり、

今回この３年毎の見直しの時期にあたり、補助金のあり方について審議し、透明で公正な

財政運営を推進するため、第三者機関として本補助金検討委員会が設置されました。 

また、今回の検討委員会設置にあたっては、市民参加の観点から、公募による市民委

員を含む委員構成とされたところが新たな点です。 

上記、本検討委員会の意義に基づき、補助金等交付基準及び各補助事業等について

検討し、見直すべき事項及び改善方策について審議を行いました。 

 

  全体的な検討の基礎データとして、まずは、各委員の分担により全ての補助金を

具体的に確認していく作業から実施いたしました。 

  同時に、補助金点検シートを新設導入し、これによる全件チェックを市行政側に

て実施することとしました。 

  こうした中から、具体的な課題点・方策等をさらに明確にするため、補助金等交

付基準の分類及び公益性の観点等から、ヒアリング事業を選定し、審議検討を行い

ました。 

  具体的な課題点・方策等について審議を重ねた段階において、再度、補助金全体

を見直すため、各委員の分担により全ての補助金を再確認し、意見の洗い出しを行

いました。 

   

上記のとおり、個別確認作業、ヒアリングの実施、並びに委員会での討論を通し

て、補助金全体のあり方について審議・検討を行った結果を意見書として取りまと

めましたので、提言します。 
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Ⅱ．補助金の現状と課題 

  本検討委員会における審議及び各検討委員の分析調査により、浮き彫りとなった

補助金の現状と課題について、以下のとおり整理し、指摘します。 

  最初に、補助金の現状と課題を考察するにあたっての、根幹となる観点として、

「公益性・公共性」「公平性」「効果性」「適格性」の４点を示した上で、その後に、

関連する各個別の論点を指摘することとします。 

 

 

 

地方自治法第２３２条の２において「普通地方公共団体は、その公益上必要があ

る場合においては、寄附又は補助をすることができる。」と規定されているように、

全ての補助金には公益性・公共性の確保が必要です。 

本検討委員会においては、全補助金の点検一覧より、公益性の点数が低かった補

助金について、優先的にヒアリングを実施することにしました。 

  各補助金における個別具体的なヒアリング結果は、次項の「Ⅲ．佐倉市おける各

補助金に対する意見」に記載しますが、公益性・公共性の観点から、「補助目的・

意義・内容・使途」等について、妥当であるかどうかを、社会的必要性の観点をも

含めて検討する必要があります。 

 

 

 

補助事業は公金の投入である以上、補助金は広く公平性が求められます。「住民

全般に対して公平な制度であるか」、「特定の団体や特定の事業者に補助が偏向して

いないか」、「他の制度との整合性やバランスは取れているか」等、社会的扶助の観

点をも含めて、確認・見直しをしていくことが重要です。 

 

 

 

  補助金が施策目的を実現するための効果ある制度となっているかどうか、あるい

は実際に効果を挙げているかどうかの検証が重要です。 

  市の財政は、市税収入の減少傾向が続く一方で、福祉関連経費の増加が見込まれ

るなど、今後、財源不足の厳しい状況が推測されます。このことから、より効率的・

効果的な行政運営が必要であり、補助金の交付についても、効果性の観点に基づき

見直しを進めなければなりません。 

 

 

 

 

１．公益性・公共性

３．効果性 

２．公平性 
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  全ての補助金は当然ながら適格性を有していなければならず、「補助事業の適格

性」、「補助対象者・団体の適格性」、「補助金額の妥当性」等の検証は不可欠です。 

これは、佐倉市の補助金制度を統制している「交付基準」の課題、補助事業の実

行、及び「検証作業とその結果」を「ＰＤＣＡ」のサイクルに的確に反映させ、適

格性を保たねばなりません。 

 

 以上の主要な４つの総体的観点を踏まえ、関連する各個別論点として、以下のと

おり課題を指摘します。 

指摘した課題については全体的指摘といえるものもありますが、個別補助金に対

する課題・意見は、次項の「Ⅲ．佐倉市おける各補助金に対する意見」に記載する

こととします。 

 

 

 

    

 

    (ⅰ)補助対象の状況把握、及び分析不足 

         補助対象事業の内容について、今後の制度設計及び補助効果の検証等の

ために、より詳細な情報収集・情報分析が市行政側に求められます。把握

が困難な情報もあるでしょうが、必要とする収集・分析ができているとは

言いがたい状況が見受けられます。 

    (ⅱ)活動実績が低迷している対象事業・団体活動 

参加率・加入率の低い補助対象事業・補助対象団体が見受けられます。 

         こうした補助対象における活動実績の低迷が見受けられる場合は、一般

に、補助金の効果が薄れやすくなります。 

    (ⅲ)他との整合性 

      他の制度あるいは補助対象外とのバランス・整合性・公平性の視点が必

要となります。 

     一つの補助金だけに限って分析調査した場合は、問題が無いと見える補

助金であっても、他の制度、あるいは補助対象とならない団体や個人など

を勘案して分析・調査した場合には、他との整合性・公平性に精査・整理

が必要と思われる補助金が見受けられます。これは工業、農業分野の補助

事業に主に見受けられました。 

    (ⅳ)補助対象団体における自立性 

補助金の交付が無くとも事業実施できるものがあると見受けられます。

既に補助金の目的を果たしていると考えられ、過剰な補助金は、団体の自

４．適格性 

①．補助事業の制度設計 

(1)補助対象事業・団体
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立性を阻害することにもなりかねず、補助金支出の意義が問われることに

なります。 

 

 

 

    (ⅰ)目的・意義の明確性 

       補助金支出という市の意思決定は、市としての施策の意義に基づいて実

施されるものです。補助・助成の目的・意義は、公益性を担保するために

も、より明確にされていなければなりません。 

       全ての補助金はその根拠及び目的が要綱や補助事業計画書などで明記

されているべきものであり、その内容も市民に公表されているものであり

ますが、その理解・把握が分かりがたいもの、あるいは意義がはっきりし

ないものが見受けられます。 

       また、市の施策事業における各補助金の位置付けが把握できない場合、

その個別補助金の全体を俯瞰しての評価・検討が難しくなる面があります。 

    (ⅱ)内容・使途の適正性 

       上記(ⅰ)に関連しますが、「補助内容が市の施策目的及び補助事業目的

に則しているか」、「補助目的を達成するために最適な補助内容になってい

るか」、について分かりづらい部分があります。 

      また、補助金の具体的使途が見えにくい部分があります。このことは、

上記(ⅰ)に記述した情報開示の課題に結びつくものと考えます。 

    (ⅲ)社会状況・時代の変化 

補助制度発足時から長期間が経過している場合は、社会の情勢も変化し、

それに伴い住民ニーズ・社会的要請も変化していますが、この変化に対応

していないと思われるものがあります。 

補助金の成果達成性という観点から考えますと、補助制度発足時の目標

が既に達成されており、補助の意義が薄れてしまっているとも考えられま

す。 

    (ⅳ)交付実績 

      過去複数年にわたり、交付実績の無い補助金が存在します。 

補助制度の存在意義はあるものの、予防的・事前設定的な性格により、

たまたま事例が発生していない補助金も存在しますが、交付実績が無い原

因の一つとして、補助制度が住民ニーズに合致していないと考えられる事

例もあります。 

 

 

 

 

 

(2)．補助目的・意義・内容・使途 
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    (ⅰ)目的値設定の困難性 

補助対象事業の見直しの根幹となる公益性等の観点から、目標値の設定

は明確になされるべきです。全ての補助金においては事業計画書を作成し、

目標値が設定されていますが、弁償的・扶助的性格の補助金については、

経済的・社会的弱者等に対して救済措置を行うといった事業内容であり、

このような補助金においては、特定の目標値を設定することが不合理であ

る場合が存在します。 

 こうした補助金では、目標値の設定が困難であり、目標値を数値として

客観的に設定せずに、文言による表現のみの目標になっています。 

しかしながら、一方では、客観的な数値として目標値が設定可能である

にもかかわらず、文言による表現のみの目標に留まっている補助金も存在

します。 

    (ⅱ)目標値の適正性 

      上記(ⅰ)に関連して、目標値が現実以上に高いもの、あるいは逆に現状

追認で留まっているものがあります。目標値設定の適正性は、達成率の指

標として極めて重要なものであり、目標値設定上の課題となっています。 

    (ⅲ)施策目的と目標値の整合性 

      上記(2)-(ⅰ)「目的・意義の明確性」に関連しますが、市の施策目的と目

標値が一致していないと思われるものがあります。この場合、「施策目的実

現のために効果的な補助金になっているのか」、その判断ができないことに

なります。中には、施策目的に沿った相応しい目標値を見つけることができ

まま、何らかの目標が設定されている状況も見受けられます。 

 

 

 

    (ⅰ)金額妥当性としての目的・効果・根拠 

 全ての補助金の額は、当然に根拠があるべきですが、金額設定の根拠が、

分かりづらいものがあります。 

     住民に対する説明責任においては、一目で分かりやすい目的・効果・根

拠等の説明が求められるところです。 

 また、効果性の観点から、少額の補助金においては、どれほどの効果が

あがっているのか、その必要性について検討が必要と思われるものがあり

ます。 

     特に、対象事業費・補助団体運営費に占める補助金額の割合が小さい場 

合などは、効果性の観点から、補助金支出の意義に検討・見直しが必要と

考えられるものがあります。 

 

(3)．目標値の設定

(4)．補助金額の妥当性
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    (ⅰ)分類の区分・整理 

      現行の「補助金等交付基準」においては、補助金を７つの分類に区分し

ています。この７分類に基づいて、各補助金を分類・整理しようとしてい

ますが、補助金の内容・性格と、分類の区分が一致していないのではない

かと思われるものがあります。 

      あるいは、一つの補助金に異なる分類区分の補助内容が混在していると

考えられるものが存在します。 

      市が依頼する事務処理に対する報償的な支援は「交付金」として分類さ

れている他、補助金の性格・内容に応じて、各分類がなされています。 

「交付金」「弁償的・扶助的補助金」は所要額の補助が認められますが、

それ以外の分類の補助金は補助率２分の１以内となるといった違いが出

てくるものです。 

      また、こうした補助金の分類に基づく交付基準の枠に適さないものが、

次の(2)「別記１・別記２」の課題である例外規定を発生させる要因とも

なっていると考えます。 

 

 

 

    (ⅰ)別記の例外性 

       現行の「補助金等交付基準」においては、別記という形で、本来の基準

の枠に適さないものが、特に例外として認められています。 

       なぜ例外規定となるのか、交付基準の課題として検討が必要になります。 

    (ⅱ)補助率２分の１超(別記１) 

        交付基準において、事業費補助に対する補助率は原則２分の１以内とさ

れています。「補助金額の抑制」「補助団体の自立性確保」「事業者負担の

責務」等の観点から、ある一定の補助率を設定することが必要で、それが

２分の１という枠です。 

       しかし、施策の推進上、特に必要であると市が認めた場合、２分の１を

超えて補助できるものが、別記１にあげられています。 

補助金分類等の課題、あるいは金額の妥当性として検討し、整理する必

要があると考えます。 

    (ⅲ)団体設立後５年経過以降(別記２) 

団体の自立性を確保するため、交付基準では、運営費補助に対して、団

体設立後５年を経過しないことが基準となっています。しかし、政策目標

の達成に不可欠で、代替団体が他にないと市が認めた場合、団体設立後５

②．交付基準

(1)．補助金分類

(2)．別記１・２
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年経過以降も補助できることになっているものが、別記２にあげられてい

ます。 

現在、補助金は３年間の時限措置ですが、見直し後も継続されているも

のが多いため、補助金交付が長期化しているものがあります。これについ

ては、本来、個別の補助事業の計画時に見通しがつけられるものがあると

考えます。 

交付基準の設定上の課題、あるいはＰＤＣＡサイクルの課題として、整

理する必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

    (ⅰ)ＰＤＣＡサイクル運用 

       補助金の進捗管理や見直しにあたり、当該補助金が、Ｐ（プラン・計画）、

Ｄ（ドゥ・実行）、Ｃ（チェック・点検・評価）、Ａ（アクション・処置・

改善）のサイクルに沿った運用になっていなければ、課題点も不明確のま

まとなり、処置・改善も実効が上がらず、補助金が生かされないものにな

ってしまいます。 

       現状においては、このＰＤＣＡサイクルの運用には課題があるものと考

えられます。 

 

 

 

    (ⅰ)プラン審査 

         補助事業の計画段階においては、行政は補助期間全体の「補助事業計画  

書」「補助金等交付要綱(あるいは条例規則)」を定め、事業者・市民に明

示し、一方、事業者・市民は補助事業にかかる単年度の「事業計画書」「交

付申請書」を作成し、行政側へ申請することになっています。 

       その審査を行政が実施しますが、厳格に運用されているか、課題がある

ものと考えられます。 

    (ⅱ)事業計画書の表記 

      上記（ⅰ）に指摘したとおり、事業計画書は事業者・市民に対して開示

されているものですが、その内容は情報量が限られている等、一見しただ

けでは分かりにくい面があると考えられます。 

       

 

 

    (ⅰ)目標値と成果値のかい離 

(2)．Ｐ-プラン作成

③．ＰＤＣＡ

(3)．Ｃ-チェック 

(1)．ＰＤＣＡサイクル全体 
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      目標値と成果値のかい離しているものが見受けられます。 

      その要因として、先に記した「目標値の設定」に起因するものであるの 

     か、実行に問題があるのか、あるいは状況の変化など住民ニーズの減少等

によるものなのか、その原因分析がなされているのか等、不明な部分があ

ります。 

    (ⅱ)成果報告書の表記 

         事業計画書と同様に、成果報告書は市民に対して開示されているもので

すが、その内容は情報量が限られている等、一見しただけでは分かりにく

い面があると考えられます。 

    (ⅲ)成果のモニタリング 

      補助の成果に関して、その実績・効果のモニタリングが十分に実施され

ているかが課題として考えられます。 

      補助金の効果を数値化・可視化することが困難な場合もありますが、制

度設計見直しの基礎データとして、モニタリングは必要なものと考えます。 

 

 

 

    (ⅰ)成果・実績チェックの改善措置への反映 

       現行の交付基準に記載されているマネジメントサイクルにおいては、 

ＰＬＡＮ（プラン・計画）、ＤＯ（ドゥ・実行）、ＳＥＥ（シー・監視・評

価）とされています。基本的にはＰＤＣＡサイクルと同義ですが、実効性

あるマネジメントサイクルのための「Ａ（アクション・処置・改善）」が

区分されておらず、重視されていないようであること、現行の交付基準に

おける「改善」としての「次年度の計画への反映・フィードバック」は事

業者側に記載されていること等、行政としての改善反映措置が強く感じら

れない面があります。 

 

 

 

 

 

    (ⅰ)十分な情報開示 

       補助金においては、補助・助成という性格上からも、高い透明性の確保

が求められます。 

先に記してきたとおり、市民等への情報の開示は、事業計画書・成果報

告書等で行われていますが、これまでに指摘してきた課題の解消のために

は、有効かつ十分な情報記載が必要と考えられます。 

 

 

(4)．Ａ-アクションへの反映

④．情報開示 

(1)．透明性の確保
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Ⅲ．佐倉市おける各補助金に対する意見 

 本検討委員会として実施してきたヒアリングの審議結果、及び各委員からの意見

を集約した結果を、以下のとおり表記いたします。これは、これまでの議論の基礎

データとなっているものであり、さらには今後の補助金のあり方に対する提言の前

提となるものですので、各補助金見直しへの意見として個別に提言します。 

    

 

 

検討委員会においては、後記の方法で抽出した各補助金を所管する事業課の出

席・説明を受け、会議の場において質疑・討論を行い、委員会としての意見を以

下のとおり取りまとめました。検討委員会の意見に沿い、今後の補助金の見直し

にあたることを求めます。 

継続維持と認められた補助金についても、単に継続をするのではなく、検討委

員会意見を前提条件とした上での継続維持と認められていることに留意し、今後

の見直し・検討にあたることを求めます。 

 

No 補助金名称  委員会の指摘する課題点等   委員会意見  

6 

佐倉市チャ
イルドシー
ト購入助成
金 

 制度開始から１０年が経過し、
市内では着用普及が確認されてい
る。 
 補助金の有無による着用普及へ
の影響はないと思われる。 
 自動車利用者のみへの補助とな
り、公平性に疑問がある。 

 啓発目的であったが、法施行後年数が経
過し、補助金の有無による普及率には影響
ないものと考えられる。 
 委員会としては、上記意見により、「廃
止（即時）」すべきものとする。 
 なお、廃止にあたっては、十分な周知期
間を設けること。 

24 

佐倉市社会
福祉協議会
事業推進費
補助金（人件
費分） 

 福祉ニーズ・団体の存在意義は
高いと認められる。 
 実施事業の公共性の高さは認め
られるものの、事業に対する外部
評価の実施などはなされていない
と考えられる。 
 社会福祉協議会以外の福祉団
体・ＮＰＯ団体も増えてきている
と考えられる。 
 特に人件費補助においては、補
助内容の透明性が課題である。 

 人件費補助においては、委託事業や事業
費補助への移行も検討し、また市職員の給
与レベルとの比較検証の上、必要な是正を
行うべき。 
 社会的意義が高いだけに、また、金額が
大きいことから、より高い透明性が求めら
れる。情報公開に努められたい。 
 また、他の福祉団体の存在を勘案し、公
平性についても検討されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

25 
佐倉市遺族
会補助金 

公的な事業への支出である必要が
ある。 

 補助目的を公益性・公共性の観点から、
再考されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

42 
佐倉市母子
寡婦福祉会
補助金 

 ひとり親支援施策として、補助
内容が時代・社会的な課題に合う
よう枠組み、計画の見直しが必要。
母子寡婦福祉会への参加者が、

全体の割合からして少ない。 

 公益性の高い補助となるよう、「ひとり
親支援」とするなど、課題を整理し、補助
対象を見直す必要がある。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

 
 

１．個別補助金のヒアリング結果 
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No 補助金名称  委員会の指摘する課題点等   委員会意見  

57 

佐倉市農林
業振興資金
利子補給事
業補助金 

 事業振興のための補助と災害対
応としての補助との異なる性格が
混在している。 
 農家の経営状況は要件にはな
い。 
 農家以外の産業とのバランス、
金額の妥当性・効果、補助の必要
性について、再検討が必要。 

 補助分類については再考を要する。 
 農業振興策としての方向性か、災害対応
救済補助としての方向か、市の方針を明確
にすることが必要であり、補助目的を明確
にし、全産業から見たバランスを取るとい
う視点が必要である。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

58 
佐倉市植物
防疫事業補
助金 

 個人で農薬散布をしている人へ
の補助はない。 
 全農家のうち、利用率が低い。
 薬剤費等、生産コストである。

 利用率が低い原因を分析すべきである。
これ以上のインセンティブを与えても補助
申請者が増えないのであれば、補助の廃止
という判断もあり得る。補助金なしで防疫
協会の自力で実施した際でも、ラジコンヘ
リの方がコスト減になるか、ラジコンヘリ
での防疫に誘導していくという論理が通用
するか等、再検討すべき。 
 委員会としては、上記意見により、「継
続（縮小）」すべきものとする。 

68 

佐倉市淡水
魚貝類資源
確保対策事
業補助金 

 一般的には事業者の責任コスト
である。 
 漁業に対する振興支援（補助事
業）は他にはない。 
 関係各市町との協調が必要。 

 印旛沼環境保全という観点から、漁協の
協力及び関係各市町との調整の上、佐倉市
の方針を定める流れを整理し、内容につい
て検討されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

70 
佐倉商工会
議所事業補
助金 

 法に基づく組織団体であり、公
益性が認められ、市にかかわる事
業でもあり、補助金の分類区分を
見直すべき。 
 会員加入率が低いので、加入者
の増加が求められる。 

 市の施策的にも存在意義が高いだけに、
財政支援は必要であろうが、補助金への依
存体質とならないよう、財政上の他団体と
のバランスを踏まえて精査することと透明
性の確保が必要であり、商工会議所の自助
努力をも求められたい。 
 さらには、課題である会員数の増加が必
要であり、加入率が 50％以下である原因分
析も含め、加入率の上昇に努めるべき。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

71 

佐倉市工業
団地連絡協
議会事業補
助金 

 農業・商業等、全産業の中で、
工業団地連絡協議会への補助が適
切か検討すべきである。 
 工業団地エリアにおける環境対
策、産業連携、安全面の意識向上
などの重要性はある。 

 工業団地内における廃棄物処理や災害対
応等の連携など、安全性向上、環境改善等、
具体的な条件・目的を示した制度設計変更
の検討を行うことが必要。 
 行政効果を高める関係構築に結びつける
運用とすべき。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

72 

佐倉市中小
企業資金融
資利子補給
金 

 中小企業においては、必須とも
いえるものではある。 
 農業を含めた全産業を見て、他
制度にも留意する必要がある。 
 利子補給した結果、あるいは利
子補給終了後の、企業の存続・自
立が課題。 
 適正な審査が必要。 

 千葉県信用保証協会の審査が適正である
よう、協会とも連携し、過剰融資とならな
いよう、留意すべき。 
 制度の拡大・縮小については、経済状況
に応じて判断されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 
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No 補助金名称  委員会の指摘する課題点等   委員会意見  

73 
佐倉市企業
誘致助成金 

 助成に対しての市税歳入増の効
果がある。 
 自治体間競争の厳しい制度であ
る。 
 企業誘致という目的達成のた
め、資金面のみならず、インフラ
整備等、行政の親身な支援体制が
必要であり、さらには誘致後の企
業立地存続の関係性構築が必要。
 目標値 1社であるが、企業規模
により、同じ 1 社でも補助額・効
果額には大きな差がある。 

 政策目的のもと、過剰支出とならないよ
う、地域経済への還元をモニタリングすべ
き。 
 企業誘致と地元雇用の課題があり、目標
値において、誘致企業数に加えて地元雇用
者数の設定を見直すべき。 
 緑化推進など複数のメニューがあるが、
（評価する市民に見えやすくするために
も）立地目的なら立地補助と、シンプルに
できないか、雇用、（緑化）低炭素につい
ても同様で、目的ごとに明確な補助金にす
るなど、モデルチェンジを検討されたい。
また、事業所集合地域内、工業団地内等の
保育施設への補助金も検討されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

75 

佐倉市伝統
的工芸品産
業保存育成
事業補助金 

 交付実績が２件のみで、1 件当た
り１５万円で、少額である。 
 県指定を受けた伝統的工芸品の
みを対象としているため、限定的
である。 

 伝統工芸保護に対する佐倉市の独自性が
見えるようにすべき。歴史ある佐倉市、観
光、後継者育成などの観点から、市独自の
施策として政策的に打ち出し、発展的なこ
とに支援できるよう、制度設計を質的に組
み替えるべき。 
 委員会としては、上記意見により、「継
続（拡大）」すべきものとする。 

76 

社団法人佐
倉市観光協
会事業補助
金 

 観光協会が、市の施策としての
観光事業を推進するための受け皿
であること、及び市の観光事業と
の連携した戦略が見える形での説
明が求められる。 

 今後とも、補助事業成果・データをしっ
かりとモニタリングすべき。確度の高い観
光統計等、裏付けを取った形での事業継続
が必要である。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

79 

佐倉市認定
職業訓練運
営事業補助
金 

 交付先への助成意義を明確にす
べき。 
 佐倉市では訓練科目が木造建築
のみとなっている。 
 関与者少数への補助である。 
 千葉県からの補助金支出が存在
する。（県の補助制度意義（ある
いは補助要請）との兼ね合いもあ
る。） 
 入校後の途中退校者、あるいは
若年者の入校者数の少なさという
課題がある。 

 補助目的と社会状況・時代との要請が合
致しているか、職業訓練に対する市や県の
補助の目的・考え方などについて、県と協
議を行い再考し、いったん廃止とするとの
検討見直しも必要である。 
 継続の場合は、広報啓発活動による若年
者の加入増を期待し、意欲ある人に絞った
形をも検討されたい。 
 委員会としては、上記意見とする。 

80 

佐倉市中小
企業退職金
共済掛金補
助金 

 中小企業支援施策として必要で
あると認められる。 

 過剰支出とならないよう、事業対象の情
報を正確に把握すべき。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

82 

介護未経験
者の雇用に
係る研修支
援助成金 

 交付実績額が無い。 
 雇用機会拡大としての目的に対
する、補助制度設計に課題がある。

 平成２１・２２年度は実績が無いため、
市民ニーズと雇用拡大という施策目的に合
致し、実績が挙がる補助制度となるよう、
制度設計を見直すべき。 
 委員会としては、上記意見とする。 
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No 補助金名称  委員会の指摘する課題点等   委員会意見  

92 
私道移管助
成金 

私道の現況数値についての把握が
困難な面があるが、道路の安全面
などから、公道として管理すべき
ものは市道となることが望まし
い。 

公共に資する道路かどうか、市道への移管
が適正なものであるよう、運用において過
分な支出とならないよう留意すべき。 
 補助額の拡大・縮小については、申請状
況に応じて対応されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

97 

佐倉市佐倉
東高等学校
定時制教育
振興会補助
金 

 県立高校の本来運営業務経費
と、経済扶助的支援経費とがある
中で、当該振興会への補助が存在
している。 
 学校に対する補助と、生徒活動
に対する補助とが混在している。
 定時制高校と全日制高校との違
いと補助のバランスが大切であ
る。 

 全日制高校とのバランス及び、本来運営
業務経費・経済扶助的支援経費・当該振興
会への補助金との整理を行い、補助の目
的・対象事業・効果を明確にすべき。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

106 

将門地区社
会教育団体
育成事業補
助金 

 補助対象経費が研修会参加経費
である。 

 公益性の高い部分に補助すべきであり、
補助事業が市への還元につながるよう、補
助事業の意義を整理し、支出方法・内容に
ついて検討されたい。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

109 
佐倉市体育
協会補助金 

 大会派遣費補助が一律額補助と
して支出されているが、交通費実
費を補助しようとするものか、交
通費相当額として補助しようとす
るものなのか、補助の趣旨が不明
確である。 

 大会派遣費補助に関しては、補助分類が
適正か、補助目的と補助内容との整合性を
再検証し、市の補助意図を明確化すべき。
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 

113 
千葉県歩け
歩け佐倉市
大会補助金 

 平成 12年度から 10 年以上にわ
たり、交付している。 
 健康に資するほか、観光・文化
という面もあり、実績数も目標値
を超え、増加しているが、事業費
に対する補助額の割合が小さい。

 本大会は補助金がなくても実施できる
事業と判断でき、市との共催の意味合いが
認められないことから、民間で十分実施で
きるものは、民間に任せるべきである。 
 委員会としては、上記意見により、「廃
止（段階的縮小）」すべきものとする。 

114 
佐倉市水洗
便所改造資
金等助成金 

 複数年以上、交付実績が無い状
況である。 
 （改造費用の金融機関からの借
入に対する利子補助であるが、数
十万から５０万円程度の工事費
で、借入してまで工事を実施する
ケースがない。） 

 平成２１・２２年度は実績が無く、市民
のニーズに合致していないと考えられる。
利子補給だけではなく、貸付制度設立への
変更をするか、むしろ下水道普及促進とい
う目的をさらに推進するための補助金制
度となるよう、廃止後の制度設計について
は、「佐倉市水洗便所改造奨励金」と合わ
せて制度設計を再検証すべき。 
 委員会としては、上記意見により、「廃
止（即時）」すべきものとする。 

115 
佐倉市水洗
便所改造奨
励金 

 下水道における全体計画が存在
し、普及率・水洗化等は把握でき
るものの、今後将来において対象
となるべき戸数については把握が
困難な面があり、少額の奨励金額
での効果を検討すべき。 

 下水道普及促進という目的に対しての
補助金制度となるよう、制度設計につい
て、「佐倉市水洗便所改造資金等助成金」
の廃止と合わせて、再検証すべき。 
 委員会としては、上記意見の上で、「継
続（維持）」を認めるものとする。 
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※上記ヒアリング事業の抽出にあたっては、以下の方法により２３件を選択しま

した。 

 

①最初に、７つの補助金分類の中から、優先的に議論すべき分類として、「分類 3」

と「分類 4」を選択しました。 

※既存の全補助金は、その性格ごとに以下の７つに分類されています。 

 

（分類 1）市が依頼する事務処理に対する報償的な財政支援（交付金） 

（分類 2）市との連携により実施する事業への財政支援 

（行政からの働きかけで組織された団体、市域を包括する組織等に対する補助） 

（分類 3）啓発、誘導のための財政支援（制度補助） 

 （分類 4）啓発、誘導のための財政支援（特定団体の支援） 

 （分類 5）特別な負担を強いられている特定市民への弁償的な財政支援 

 （分類 6）一定水準の市民生活を保障するための財政支援（扶助費的性格の強いもの） 

（分類 7）市民自ら企画、提案・実施する公共サービスを支援するもの 
 

 この７分類のうち、「分類 1・2 は、市の施策的判断が強い」、「分類 5・6 は、

弁償的・扶助的性格である」、「分類 7 は市民からの提案による事業の支援であ

る」、といった理由から、「分類 3・4」において、委員会としての議論すべき要

素が多いと判断したためです。 

 

②補助金における公益性の観点の重要性から、補助金点検結果において、公益性

の点数が低かった（１２点満点で６点以下の）補助金を抽出対象としました。 

 

③国や県の制度と結びついている事業は、市単独で実施する事業よりも議論の余

地が比較的狭まるため、ヒアリング対象からは原則外すことにしました。 

 

④予算額が０の補助金についても、ヒアリング対象からは外しました。 

 

⑤現在の補助金等交付基準において別記１・別記２として掲げられている補助金

については、交付基準の例外として認められているものであるため、議論の必

要性が高いと判断しました。 

 

⑥上記⑤における別記１・別記２の補助金の中から、人件費補助がある補助金３

件（社会福祉協議会・商工会議所・観光協会）を選択しました。 

 

⑦上記⑤における別記１・別記２の補助金の中から、上記⑥の３件に加え、上記

①で優先して検討すべきとした「分類 3・4」のうち、補助金支出額の高い 1 件

（体育協会）を選択しました。 
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  前記が、本検討委員会としてヒアリングを実施した事業ですが、ヒアリングを実

施しなかった事業については、委員会審議当初（５月～６月）に１回、及び意見取

りまとめのために委員会終盤（１０月）に１回、計２回にわたり各委員が分担して

点検・分析・調査をした結果、並びに各委員が委員会審議過程において自ら検討す

る中で、課題と意見等を有したものについて、以下のとおり取りまとめたものです。 

  なお、ヒアリングを実施した事業での審議・検討は、事業課による直接の説明を

受けた上での議論でしたが、ヒアリングを実施しなかった事業における以下の表に

おいては、資料や事務局との質疑応答等に基づく各委員からの意見を集約したもの

で、議論を通じて委員会の総意となったものではありません。 

ただし、各委員の意見の中において、縮小・廃止を含む考えの意見など、特に審

議を要すると委員会において認めるものについては、委員会の場において審議を実

施しましたので、当該補助金については「審議」の欄に「◎」の記号を付して、区

別をしています。 

以下の表は各委員の意見集約の結果として、ヒアリング実施事業における意見と

は区別されるべきものですが、補助金検討委員会における補助金全体の検討・見直

しという目的意義のため、並びに今後の検討見直しの際に活用されることを求め、

意見書に組み込むこととしたものです。 

 

※ 意見内容で分類していますので、複数回記載されている補助事業があります。 

Ⅰ．補助事業の内容全般に関する意見（26 件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

4  
佐倉交通安全協会
佐倉市支部長連絡
協議会補助金 

運営費補助の別記 2（交付基準における運営費補助・団体設立後
５年を経過）に該当するか検討を要する。 

  

5  
佐倉市交通安全母
の会事業補助金 

運営費補助の別記 2（交付基準における運営費補助・団体設立後
５年を経過）に該当するか検討を要する。 

  

10  
佐倉市自主防災組
織活動助成金 

設立補助を受けた団体の次年度以降の活動実態が明確でない。
大規模災害発生時の初期対応は居住地近隣の自主防災組織に頼
らざるを得ないことが判ってきているため、組織化、活性化が
急務と考えられる。実効性のある補助金とする良い機会とし、
補助金制度の改善が必要。また、対象事業費、補助率１/2につ
いては明確化すべき。 

  

18  
佐倉市地域まちづ
くり協議会事業交
付金 

協議会設立数が伸び悩んでいる状況であるため、市民側への啓
発、市からの指導育成が必要。今後の市民活動の取り組む方向
であるため、継続すべき。 

  

19  
佐倉市民憲章推進
協議会交付金 

市が依頼する事業であり、妥当と考えられるが、市民憲章推進
をうたっているものの、条例は存在しない。市民から見て活動
がマンネリ・低調であり、活動の活発化を求める。 

  

20  
市民提案型協働事
業助成金 

実績が低調だが、今後は伸ばすべき事業である。さらに積極的
に啓発・育成するか、市民側の意欲等の向上を長期的に醸成す
るかの岐路にあると考える。 

  

 

２．個別補助金(ヒアリングを実施しなかった事業)に関する意見 
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Ⅰ．補助事業の内容全般に関する意見（26 件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

21  
佐倉市共聴施設整
備事業費補助金 

本事業に対する国庫補助金の全額を充当することで完結してい
るため、役目を終えた補助金と判断し、廃止するものである。

 ◎ 

26  
佐倉市鉄道駅バリ
アフリー化整備事
業補助金 

事業者と連携し、利用頻度・必要性に見合ったバリアフリー化
を整備してゆくことが望まれる。国・県の補助が無い場合でも
実施していくのか、市の方針を明確にすべき。 

◎  

43  
佐倉市民間保育園
運営費等交付金 

公立と同等の保育環境が民間においても求められているため、
公立民間の保育環境の格差が生じないよう、拡充を検討すべき。

  

44  
認可外保育施設運
営費等補助金 

待機児童の預け先としても市民ニーズがあり、保育園入園要件
に合致しない児童の受け入れ先としても拡充を検討すべき。 

  

52  
佐倉市生ごみ減量
化促進事業補助金

生ごみ減量化促進の方策として、継続維持が望ましいが、この
事業にどれだけの効果が期待されるか、生ごみ削減のための他
の方策を含めた検討が必要と考える。 

  

55  
佐倉市農業経営基
盤強化資金利子補
給事業補助金 

補助金の交付先は申請した個人とするべきではないか、申請手
続きが煩雑で農業者に負担であるとすれば、金融機関が申請代
行する方法等を検討されたい。 

  

56  
農業近代化資金利
子補給金 

佐倉市農業経営基盤強化資金利子補給事業補助金と補助金率は
異なるが、両制度の目的の違いが不明瞭である。目標値の人数
は達成しているが成果額は計画に対し少ない。農業に関する補
助金は多く存在するが、農業経営基盤強化資金利子補給事業補
助金との一本化ができないかなど、全体を整理しての統合を含
めた検討をされたい。 

◎  

69  
佐倉市商店街街路
灯等維持管理費補
助金 

事業目的、補助金額、年度成果は妥当であると考えられるが、
照明コストの削減を目標とした設備更新を促進させるよう、新
たな補助金の設置の検討も必要。 

  

74  
街中にぎわい推進
事業補助金 

補助金の交付団体が特定の団体に限られており、他の地区との
均衡が疑問である。町の活性を上げ、人口の増加を図るため、
拡大の方向についても、検討が必要である。 

  

83  街灯管理費補助金
市民生活の安心安全確保のため、コストダウンを図りながら維
持されたい。 

  

84  街灯設置費補助金
市民生活の安心安全確保のため、コストダウンを図りながら継
続されたい。 

  

85  街灯修繕費補助金
照明コストの削減を対象とした設備更新を促進させるような、
補助金枠の拡大をも検討されたい。 

  

87  
佐倉市木造住宅補
強改造工事補助金

東日本大震災以降、増加が見込まれ、枠の拡大についても検討
が必要。 

  

89  

佐倉市危険コンク
リートブロック塀
等の除去及び緑化
推進補助金 

東日本大震災以降、増加が見込まれ、枠の拡大検討が必要と考
えられる。 

  

94  
雨水貯留浸透施設
設置工事補助金 

環境保全推進の意味から補助金の継続は理解できるが、政策の
要点に沿って浸透施設推奨地域マップのような啓発、誘導の施
策が必要と考えられる。 

  

104  
佐倉市私立幼稚園
就園奨励費補助金

対象とする保護者の経済状況を十分に審査の上、実施されたい。   

 
 
 



16 
 

 

Ⅰ．補助事業の内容全般に関する意見（26 件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

107  
佐倉日蘭協会助成
補助金 

毎年、イベントをするだけでなく、イベントを通じて構築され
た人脈や知見を活用して、経済や観光面への効果を創出するよ
う、市側が強く誘導し、メリハリのある事業創出を図るべき。
本事業は毎年目的と意義を見直すとともに、内容も改善を図る
こととし、マンネリ化することは避けるべき。 

  

108  
文化財保存事業補
助金 

小中学校の授業との連携により、地域の伝統文化の教育にも活
用することを望む。 

  

111  
佐倉朝日健康マラ
ソン大会事業補助
金 

市との連携事業であり妥当と考えられるので、観光面、産業面
の行事においてもこのマラソン大会との相乗効果を創出するた
めの工夫を市としても積極的に講じていくべき。 

  

112  
佐倉市運動広場管
理運営事業補助金

稼働率、利用状況を十分に勘案し、運用をすべき。   

 
 

Ⅱ．補助事業の分類における意見（12件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

1  
議員厚生事業助成
金 

補助金分類が交付金となっている。補助対象事業が、議員間の
親睦と教養の向上となっているが、議員の福利厚生に限定し実
施するなど、補助金分類の見直しを含め、内容を再検討すべき。

◎ 

2  政務調査費 
交付金の分類に該当するのか見直しが必要。また、補助金の概
念に含まれるものか、補助金の性格の明確化が必要。一般市民
に対する補助金とは別の制度の下で実施することが望ましい。

◎ 

3  
佐倉市役所職員共
済会補助金 

職員共済会が地方公務員法を根拠とする福利厚生・元気回復事
業の実施主体とし、市が委託する事業とし、交付基準（分類）
を見直すことも検討すべき。補助率が 1/2 以上である、食堂事
業等と他の事業の経費を明確に示すべき。市職員の福利厚生事
業として活発に発展させる視点が必要である。 

 

16  
佐倉市自治会・町
内会等連合協議会
交付金 

地域住民の自治活動支援事業であり、市民自治の推進、市民協
働事業の推進母体として必要な活動と認識できるが、市の依頼
する内容と活動実態に見合った交付金となっていることが必要
であり、自治会等自治振興交付金との整理・統合を含めた検討・
見直しが必要である。 

◎ 

17  
佐倉市自治会等自
治振興交付金 

地域住民の自治活動支援事業であり、妥当と考えられるが、「自
治会等が自主的に行う、加入者の連帯意識を醸成する事業、地
域社会を活性化する事業、その他住民自治の振興を目的とする
事業」が対象なら交付金にならないのでは。委託か奨励か公益
事業への補助かなど、支出の方法・金額が適切か整理し、ＰＤ
ＣＡサイクルを運用し、活動実態に見合った補助となるよう、
内容・規則の見直しと縮小も含めた検討をすべき。 

◎ 

31  
佐倉市知的障害者
生活ホーム運営事
業補助金 

分類区分は、他補助金の分類との整合性から、「市との連携に
より実施する事業への財政支援」分類２とするか検討を要する。

 

37  
佐倉市高齢者クラ
ブ補助金 

交付基準別記１・２の取り扱いとならないような、分かり易い
補助基準分類が必要である。 
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Ⅱ．補助事業の分類における意見（12件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

38  
佐倉市シルバー人
材センター補助金
（運営費） 

事業の活性化が望まれる。交付基準別記１・２の取り扱いとな
らないような、分かり易い補助基準分類が必要である。 

 

39  
佐倉市シルバー人
材センター補助金
（事業費） 

運営費補助と事業費補助とを明確に仕分け、個別に管理するこ
とが望ましい。 

 

60  
佐倉市農業環境対
策事業補助金 

①廃プラスチックの処理と②機械・設備等の購入及び土壌診断
は性格が異なっているように考えられる。県付き補助金の対象
である別表第２の事業以外は市の単独補助金であるが、別表第
１の環境にやさしい農業推進対策事業と、災害処理事業は性格
が異なり、分類を変えて実施すべき。災害処理事業は、分類５
として実施すべきであり、このことにより交付基準別記１とし
て例外的に認める必要が無くなると考えられる。 

 

65  
佐倉市畜産総合対
策事業補助金 

国県の事業と市単独の事業が併記されているが、双方の事業は
性格が異なり、ひとつの補助金としてまとめているのは不適当
ではないか。内容の継続は妥当と考えられるが、補助金申請者
は異なっていると考えられるので、別の補助金として再編する
ことを検討されたい。 

 

77  
佐倉・時代まつり
事業交付金 

分類１の交付金であれば所要額の全部を補助するところである
が、本事業は、祭りの実行委員会との共催であり、「市との連
携により実施する事業への財政支援」分類２となるのではない
か検討すべき。 

 

 
 

Ⅲ．補助金額における意見（4件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

7  
佐倉市公共交通移
動円滑化設備整備
費補助金 

高齢化社会・幼児連れの女性への対応として、必要な対策であ
るが事業者の負担が大きい面がある。市の方針を実行する上で、
増額を図ることも検討すべき。 

 

8  
佐倉市生活交通路
線維持費補助金 

事業者と連携を強め、維持・改善を図るものとして、効果的補
助のあり方を検討して、より良き補助となるように検討する前
提で増額も視野に入れるべき。 

 

22  
佐倉市民生委員児
童委員協議会交付
金 

委員1人 4000円を上限としているのは業務から見て少ないので
はないかと思える。他の市町村との比較で妥当かどうか、増額
の必要性をも含めて検証すべき。 

 

103  
佐倉市私立幼稚園
振興事業補助金 

過剰な補助金支出とならないよう、十分に審査の上、実施され
たい。 

 

 
 

Ⅳ．目標と成果・実績における意見（12件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

3  
佐倉市役所職員共
済会補助金 

 目標に対する実績が低調である。H23 年度の目標達成の具体案
が見えない。食堂の一般市民利用実績は把握できていないので
は。目標の設定を再検討すべき。  

 

29  
佐倉市民間心身障
害者施設運営費補
助金 

計画額・目標値に対し決算額・成果値が少ない。施設の人員ネ
ックで利用者が少ないのか、潜在利用者数が少ないか等、原因
を明確にして、適切な方策を採るべき。利用者数・実態に合わ
せた、計画縮小をも検討する必要がある。 

◎ 
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Ⅳ．目標と成果・実績における意見（12件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

39  
佐倉市シルバー人
材センター補助金
（事業費） 

事業費補助額の割合は少ないと見られるが、成果値が明らかに
されていないため、明確化すべき。 

 

51  
佐倉市地下水汚染
に係る浄水器設置
費補助金 

２２年度実績は０件であるため、制度の必要性等を再検証すべ
き。 

◎ 

54  
佐倉市合併処理浄
化槽維持管理費補
助金 

年度ごとの目標値に対し成果値が少なすぎるが、ＰＤＣＡが出
来ているのか疑問のため、再検証すべき。 

 

55  
佐倉市農業経営基
盤強化資金利子補
給事業補助金 

年度ごとの目標値を毎年１３人の農業者としている根拠が不明
であり、理解しがたいため、明確にした上で、必要に応じた見
直しを図るべき。 

 

62  
佐倉市農業体験農
園事業補助金 

計画上の３箇所で 27万円の支出ということは、１箇所９万円の
零細補助金であり、存続の再検討が必要である。市民体験農園
の利用状況はどうなのか。成果なしが続いており、当該補助事
業制度にはニーズがないものと判断されるため、廃止を含めて
検討すべき。 

◎ 

81  
佐倉市障害者雇用
促進奨励金 

実績が無く、補助金の支給制度が、雇用促進に繋がっていない。
現状に合せた対応（年次ＰＤＣＡ）もなされておらず、待ちの
状態のみを継続しているのではないか。雇用機会減少の現状を
踏まえ、制度改善が必要である。 

 

95  
佐倉市土地区画整
理事業助成金 

予算・実績なしが続き、２３年度も予算なしとなっている。条
例に基づき補助金枠を継続しておくことが必要か。土地区画整
理事業の見通しにより制度のあり方は変わるが、計画額０で現
状維持されるものか、検討されたい。 

 

98  高等学校等奨学金
年度ごとの目標値と成果値（実績値）に乖離があり、生徒数の
減少にあわせ、計画額を削減し実態に合わせることは出来ない
か検討されたい。 

◎ 

102  
私立幼稚園災害共
済給付加入補助金

加入率が目標値の１０／１０を達成していないため、その原因
分析と達成のための方策が望まれる。 

 

105  
佐倉市成人教育活
動助成補助金 

児童生徒の健全育成のための、市との連携事業であるが、目標
値はパトロールのみであり、事業の実態が見えない。事業実態
に合せた運用管理を行うことが継続の要件と考えられる。 

 

 
 

Ⅴ．情報提示における意見（31件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

4  
佐倉交通安全協会
佐倉市支部長連絡
協議会補助金 

活動が市民に見えている部分もあるが、実際に活動している会
員数はどのくらいなのかなど、活動の実態が見えてこない部分
があるので、活動内容の可視化が望まれる。 

 

5  
佐倉市交通安全母
の会事業補助金 

活動は少ない補助金で献身的に行われているが、活動内容の可
視化が望まれる。 

 

 
 
 
 



19 
 

 

Ⅴ．情報提示における意見（31件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

22  
佐倉市民生委員児
童委員協議会交付
金 

市が依頼する事業であり、県付き補助の要件となっているため、
妥当と考えるが、「自立支援に関する研修会（年１回実施）」
および「職務に関する連絡調整会議（月１回）」への参加率な
ど、客観的効果を報告書に記載するよう要望する。 

 

27  
佐倉市社会福祉施
設整備事業借入金
元金補助金 

補助対象団体数のみではなく、補助対象人数（佐倉市民）、実
際の活動内容等を成果報告書に記載することを要望する。 

 

28  
佐倉市社会福祉施
設整備事業資金利
子補給補助金 

補助対象団体数のみではなく、補助対象人数（佐倉市民）を報
告書に記載することを要望する。実際の活動内容を成果報告書
に記載することを要望する。 

 

30  
佐倉市障害者グル
ープホーム運営費
等補助金 

市との連携事業であり、妥当と考えるが、より具体的な成果数
値等、客観的効果を成果報告書に記載することを要望する。 

 

32  
佐倉市通所サービ
ス利用促進事業補
助金 

県付き補助金の要件として、市の裁量の余地がないが、業者あ
たり 300 万円上限があるものの、利用者１人あたりの年間補助
金額は１４３千円と高額であり、算出根拠は明確にすべき。 

 

33  
佐倉市民間心身障
害者施設整備事業
補助金 

佐倉市民への効果に対するより明確な説明のため、補助対象人
数のうち、佐倉市民数を成果報告書に記載することを要望する。

 

34  
本人活動支援事業
補助金 

障がい者が地域で生活し、活動の場を広げられるよう、地域が
支援することが求められている。補助対象団体数のみではなく、
補助対象人数（佐倉市民）、実際の活動内容等を成果報告書に
記載することを要望する。 

 

35  
佐倉市社会福祉施
設整備事業借入金
元金補助金 

佐倉市民への効果に対するより明確な説明のため、補助対象施
設数のみではなく、補助対象人数（佐倉市民）を成果報告書に
記載することを要望する。 

 

36  
佐倉市社会福祉施
設整備事業資金利
子補給補助金 

佐倉市民への効果に対するより明確な説明のため、補助対象施
設数のみではなく、補助対象人数（佐倉市民）を成果報告書に
記載することを要望する。 

 

38  
佐倉市シルバー人
材センター補助金
（運営費） 

運営費補助額の透明化が必要であるため、情報開示の透明性の
確保に努めるべき。 

 

51  
佐倉市地下水汚染
に係る浄水器設置
費補助金 

成果報告書「年度ごとの成果値」記載が、Ｈ２１年度６６、Ｈ
２２年度０となっているが根拠・原因等が不明確であり、実効
性が低いため、課題をどのように解消していくかを検討し、報
告書に記載することを要望する。 

◎ 

52  
佐倉市生ごみ減量
化促進事業補助金

生ごみ排出量の減量率が効果ありと言えるのか不明確である。
課題をどのように解消していくかを検討し、成果報告書に記載
することを要望する。 

 

53  
佐倉市合併処理浄
化槽設置事業補助
金 

市全体での達成効果を明確にするため、補助対象者に対する達
成度を成果報告書に記載することを希望する。 

 

54  
佐倉市合併処理浄
化槽維持管理費補
助金 

目標値と成果値との乖離があるため、課題をどのように解消し
ていくかを検討し、成果報告書に記載することを要望する。 
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Ⅴ．情報提示における意見（31件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

55  
佐倉市農業経営基
盤強化資金利子補
給事業補助金 

利子補給事業が多数あるため、なんらかの一覧性を持たせる必
要がある。また、農業者の経営状況との関係も明らかにする必
要がある。農業への補助自体は必要であろうが、全体像が見え
にくいため、当該分野における他の補助金との整合性について
情報提示を検討されたい。 

 

56  
農業近代化資金利
子補給金 

利子補給事業が多数あるため、なんらかの一覧性を持たせる必
要がある。また、農業者の経営状況との関係も明らかにする必
要がある。農業への補助自体は必要であろうが、全体像が見え
にくいため、当該分野における他の補助金との整合性について
情報提示を検討されたい。 

◎ 

59  
佐倉市水田農業構
造改革事業補助金

農業補助金が多数あるため、なんらかの一覧性を持たせる必要
がある。市単独補助金額が大きく、要綱別表１、２の項目に沿
った内訳の説明が必要である。個人で最高７５０千円の補助を
受けているが、その場合も１／２の補助率なのか、農業者に対
する補助金は大きく、補助金内容を可視化し、他事業との公平
性が理解されることが必要である。また、農業者の経営状況と
の関係も明らかにする必要がある。農業への補助自体は必要で
あろうが、全体像が見えにくいため、当該分野における他の補
助金との整合性について情報提示を検討されたい。 

 

60  
佐倉市農業環境対
策事業補助金 

①廃プラスチックの処理と②機械・設備等の購入及び土壌診断
は性格が異なっているように感じられる。農業への補助自体は
必要であろうが、全体像が見えにくいため、当該分野における
他の補助金との整合性について情報提示を検討されたい。 

 

61  
佐倉市農産園芸総
合対策事業補助金

個人に対して、44,000 円から 275 万円までの範囲にわたってお
り、公平な配分がされているかどうかの説明が必要である。農
業への補助自体は必要であろうが、全体像が見えにくいため、
当該分野における他の補助金との整合性について情報提示を検
討されたい。 

 

62  
佐倉市農業体験農
園事業補助金 

市民体験農園の利用状況はどうなのかなどの説明を含めて、農
業への補助自体は必要であろうが、全体像が見えにくいため、
当該分野における他の補助金との整合性について情報提示を検
討されたい。 

 

63  
佐倉市耕作放棄地
対策事業補助金 

計画書・成果報告書等の説明が不十分なので改善を望む。農業
への補助自体は必要であろうが、全体像が見えにくいため、当
該分野における他の補助金との整合性について情報提示を検討
されたい。 

 

64  
佐倉市畜産振興事
業補助金 

畜産農家本来の事業であり、補助する理由を明確にする必要が
ある。農業への補助自体は必要であろうが、当該分野における
他の補助金との整合性について全体像が見えにくいため、情報
提示を検討されたい。 

 

65  
佐倉市畜産総合対
策事業補助金 

畜産農家本来の事業であり、補助する理由を明確にする必要が
ある。農業への補助自体は必要であろうが、全体像が見えにく
いため、当該分野における他の補助金との整合性について情報
提示を検討されたい。 

 

66  
北総中央用水土地
改良区運営補助金

県付き補助であり、かつ広域連携の問題であるため、市単独で
は変更できないものであろうが、金額の根拠が不明である。農
業への補助自体は必要であろうが、全体像が見えにくいため、
当該分野における他の補助金との整合性について情報開示を検
討されたい。 

 

67  
佐倉市林業振興事
業補助金 

林業者の本来の仕事であり、補助する理由、必要性の明確化を
望む。林業への補助自体は必要であろうが、全体像が見えにく
いため、当該分野における他の補助金との整合性について情報
開示を検討されたい。 
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Ⅴ．情報提示における意見（31件） 

No 補助金名称  各委員の指摘する課題と意見  審議 

96  
佐倉市消防団連絡
協議会交付金 

年度の事業目標値から見て本事業の主目的は団員数の確保にあ
ると考えられる。会議費は具体的に何に支出しているのかなど、
使途の具体的内容を見えるようにすべき。必要性は推測できる
ので、事業内容を明確にし、「佐倉市消防団連絡協議会が行う
事業に要する費用」について具体的な記述を加筆するなど、市
民が理解できる形にすべき。 

 

99  
佐倉市学校運営費
等交付金 

交付額の８５％はみどりの少年団育成協議会であるが、使途の
具体性が見えにくい。支援内容を具体的に報告（特に緑化推進
の内容が分かりにくい。）すべき。市からの依頼事業との位置
づけであるかぎり、活動内容と補助金の使途はしっかりと報告
されるべき。 

 

101  
佐倉市特別支援教
育就学奨励費補助
金 

国補助金支給の要件であり、妥当と考えられるが、年度ごとの
目標値と成果値（実績値）に乖離がある。乖離の理由について
明確にし、成果報告書において記載すべき。 

 

107  
佐倉日蘭協会助成
補助金 

交流促進事業への参加者数だけが成果として報告されている
が、参加者数の確保だけが事業目標ではないはず。補助金分類
２「市との連携により実施する事業への財政支援」であるため、
交流結果等の事業の広がり、発展方策を検討すべきであり、市
の方向性を定め、活動内容・成果について詳細に成果報告書等
に記載することが必要である。 

◎ 

 
 

（当検討委員会発足後、新規に設立された補助金については、設立直後であり判断

根拠データ等が不十分であることから、対象外としています。） 

 



22 
 

Ⅳ．今後の補助金のあり方へ向けて 

最後にまとめとして、佐倉市の補助事業制度が、政策目的の実現に寄与する制度

であり続け、より高い効果を発揮する制度となるよう、今後における望むべき補助

金のあり方へ向けて、これまでに課題点として委員会が指摘してきた内容に対する

方向性・方策として、以下のとおり提言します。 

 

 

 

 

 

(1)補助対象事業・団体のより詳細な情報収集・分析を 

より的確で効果的な補助金の制度設計のためには、将来の増減見込みを

含めた対象件数の把握や、その周囲を取り巻く環境のデータ収集及びその

分析が今後さらに必要であると考えます。 

       さらには、対象事業・対象団体等においては、外部監査や外部評価が存在

しないものも多いため、より厳格なチェック体制が求められます。 

(2)参加率・加入率の低いものについては、内容の充実を 

    補助の公益性・公共性及び効果を高めるためには、補助対象事業におい 

ては参加率の向上など、事業の活性化が必要です。また、補助対象団体に

おいては加入率の向上など、組織の充実と事業の活発化が重要です。 

この改善により市の施策実現性が高まることになるため、行政は一層の 

指導・啓発を実施すべきです。 

(3)他制度、補助対象外とのバランス・整合性・公平性を 

  補助金における公平性の観点から、他の制度あるいは補助対象外とのバ

ランス・整合性を確保するためには、一つの補助金だけに限って考えるの

ではなく、各補助金の妥当性については、特定者に偏向した補助とならな

いよう、補助制度全体の枠組みの中で整理し、判断することが必要である

と考えます。このためには、類似する補助制度を俯瞰的に捉えることがで

きるような分類・表示・情報開示の検討を求めるものです。 

(4)補助金が無くとも自立的に事業実施可能なものは、民間へシフトを 

   本来、民間で事業実施可能なものは、民間で自立的に事業実施すること

を基本とすべきであり、補助することの意義が見いだし難くなったものに

ついては、全面的に民間へシフトすべきであると考えられます。民間の自

立した運営形態への移行に取り組むべきです。 

 

 

 

 

１．補助事業の制度設計の再検証を

①補助対象事業・団体について 
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(1)目的・意義は市の施策における位置付けを、より明確に 

       補助事業の公益性等を確保するため、目的・意義の内容は、より明確に

示されるべきと考えます。市民への説明の場であり、外部チェック機能と

して有効に活用するためにも、要綱や事業計画書などで、より分かりやす

く、かつ市の施策との整合性を明示するべきです。 

(2)補助内容は目的に沿っているか、使途は適正か、確認見直し・説明を 

  上記(1)に関連し、補助金は、市の施策目的と補助目的に沿った形で執行

されなければなりません。かつ、補助金の使途が適正かどうかを市民から

見えやすい形でチェックできるようにするためにも、事業計画書や成果報

告書において使途を明示すべきです。 

(3)補助制度発足から長期経過したものは見直しを 

      時代の変化に伴い、補助金に求められる内容・目的・意義・効果の見直

しを行うべきと考えます。補助目的を既に達成していて、これ以上の補助

金支出の意義が見いだせない場合等においては、廃止を含めた見直しを行

うべきです。なお、継続して実績がある補助金の廃止にあたっては、十分

な周知期間を設けるなどの措置を行うべきです。 

(4)交付実績が無い場合は、廃止を含めた見直しを 

    交付実績が無い補助金は、まずはその原因を的確に分析すべきです。ま

た、この分析結果を明確に開示することも重要であると考えます。原因を

分析した上で、補助金の存在意義を精査・再検証し、意義が薄れているも

のは、廃止を含めた見直しを行うべきです。 

 

 

 

(1)目標値の設定が困難な補助金への対応 

弁償的・扶助的性格の補助金など、特定の目標値を設定することが不合 

理といえるものなどは、目標値ではなく想定値の設定とする等、適正な対

応が必要であると考えます。 

目標値は例え設定が困難な場合であっても、当該事業の目指す客観的な

数値目標として、極力設定することに努めるべきです。ただ、設定した目

標値はあくまで仮説であり、必ず適切であるとは限りません。当該事業の

モニタリングに適さないと判断される場合は、見直しを行って改善を図る

ことが必要です。 

    (2)目標値の設定は適正な値を 

目標値の設定いかんにより、達成率が大きく変わってしまうものである

だけに、ＰＤＣＡサイクルを有効に機能させるためには、計画段階におけ

②．補助目的・意義、内容・使途を明確に 

③．目標値の設定は適正に 



24 
 

る目標値の設定は、目標達成率に影響を与えるということを十分に踏まえ

た上で、適正かつ厳正な値となるように十分に検討すべきです。 

    (3)市の施策目的に則した目標値設定を 

      市の施策目的に則した目標値を設定することが困難な場合もあるとは考 

     えられますが、施策目的と目標値とが整合していない場合は、市の施策目

的が実現できたかどうかの効果測定ができないことにつながり、補助金の

効果性に疑義が生じる場合もあるため、的確な目標値設定の検証を求めま

す。 

 

 

 

    (1)金額の根拠・目的・効果を明確に 

計画段階から、金額の根拠は客観的に示しておくべきです。補助目的と

の整合性を踏まえた形で明確にし、分かりやすい情報の開示を行い、透明

性の確保にあたるべきです。 

また、少額の補助金においては、当該規模で効果と必要性を担保できる

かどうかについて再検証を行った上で、実施すべきです。 

 

 

 

 

 

    (1)適正な分類整理を 

補助金の内容・性格に沿った補助金の分類整理は、交付基準の基礎とな 

り、補助率等の支出内容の統制に係るものであるため、実態に即した適正

な分類が必要です。 

一つの補助金に異なる内容・性格が混在している場合は、明確に整理し 

分類を分けて、補助事業計画書等においても、明確に示すべきです。 

また、交付金の定義・区分判断等を含めて、現状の補助事業に合致した  

分類となるよう、必要に応じて分類を修正し再編成するなど、整理・見直

しを図るべきと考えます。 

 

 

 

    (1)例外措置ではなく、本来の基準において整理を 

分類区分の整理と分類別交付基準の見直し・再編成により、例外的規定 

ではなく、本来の基準において整理することを検討すべきと考えられます。 

また、例外規定の発生は計画段階において見通せるはずであり、事業計 

画・成果報告の検証・対応を厳格に実施すべきと考えます。 

④．補助金額の妥当性を明確に

２．交付基準の見直しに向けて

①．補助金分類の見直しを 

②．別記１・２の整理を
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    (2)補助率２分の１を超える補助金の整理を 

        補助が過剰となることを避けるため、補助・助成にあたっては原則とし

て補助率を一定に制限することが必要になりますが、施策の推進上、政策

判断により補助額が事業費の２分の１を超える場合もあり得るものと考え

られます。設定の可否は政策判断によるものですが、補助額が事業費の２

分の１を超える場合は、その妥当性が理解できるよう、補助目的と実施内

容との整合性を確保した上で、金額の根拠も含めて、明確に示すべきと考

えます。 

また、補助金額が事業費の２分の１を超える場合については、その必要

性を再精査した上で、上記(1)に記したように、２分の１を超える補助金に

ついて、分類区分において明確にすることを検討すべきと考えます。 

    (3)団体設立後５年経過以降となる補助金の整理を 

補助金交付の長期化は既得権意識を醸成しやすいことから、３年間以内

の時限措置としている現行の方策は妥当であり、ゼロベースという考え方

に立って、見直しを検討すべきものと考えられます。 

しかし、恒常的に実施すべき補助事業については、期間を区切った見直

しよりも、毎年ＰＤＣＡサイクルをしっかりと運用していくという方向性

も考えられます。 

また、団体として自立することが困難で、かつ公共的必要性の高い活動

をしている団体、国や県の政策と関連している団体、市の政策として行政

と連携している団体等については、団体設立後５年経過以降も補助金を交

付する必要性を再精査した上で、上記(1)に記したように、分類区分の再編

成により明確にすることを検討すべきと考えられます。 

 

 

 

 

 

    (1)ＰＤＣＡサイクルを効果あるものに 

         課題点が浮き彫りになり認識されたとしても、認識に留まっていては、

改善には結びつかないため、「課題」に対しての「対応・方策・管理値」

を明確にし、進捗管理が通常業務として実施され、ＰＤＣＡサイクルが定

常的に機能し、実効性のあるものとなるような工夫が必要と考えます。 

 

    

 

    (1)プラン審査を厳正に 

     制度設計上の課題点を、計画段階から十分に審査をすべきです。 

３．ＰＤＣＡサイクルの運用を実効性あるものに 

②．Ｐ-プラン作成は厳密かつ分かりやすく

①．ＰＤＣＡサイクル全体を有効的に 
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       最初に点検シートの作成を行う等、改善策を図るべきと考えます。なお、

点検シートを作成する場合にあたっては、補助金が有する多様な意義を偏

りなく評価できるよう、現状の点検シートに公平性の観点、社会性の観点

等を盛り込むなど、改善を検討すべきと考えます。 

    (2)事業計画書は分かりやすく、かつ十分な情報を 

      プランの適正な設計のため、目的・使途・効果等を、事業計画書に簡潔 

明瞭かつ十分に明記すべきと考えます。市民への重要な説明機会であるこ

とを意識し、市民にとっても理解しやすい内容とするべきです。 

 

 

 

    (1)目標値と成果値のかい離には原因分析を 

目標値と成果値がかい離しているものは、その原因分析を行い、客観的 

な理由とその対策を示すべきと考えます。ＰＤＣＡサイクルを有効に働か

せるためには、まずは課題の分析が必要です。 

このようにモニタリングを重ねて経験知を蓄積することで、目標値の妥

当性を向上させていくことができます。 

    (2)成果報告書も分かりやすく、かつ十分な情報を 

チェック機能の強化のため、明確、かつ十分な情報を成果報告書に載せ 

ることが必要です。上記(1)で分析された課題点等が市民に対して開示され

ることで、改善へ向けてのより強いチェック機能が働くものと考えます。 

事業計画書と同様、成果報告書の内容全般についても、検討・見直しが

必要です。 

    (3)成果のモニタリングとその有効活用を 

      補助効果を的確に把握するために、また、今後の制度設計を見直すため、

補助実績・効果等のモニタリングを適時、実施すべきと考えます。 

      公金を支出した結果、どれだけの成果・効果があったのか、客観的なデ

ータを裏付けに持ち、可視化することで、市民の理解にも寄与するものと

考えられます。 

      さらに、ＰＤＣＡサイクルを運用する上での基礎資料として、有効活用

されることが望まれます。 

 

 

 

    (1)改善措置へ強い実行力を 

これまでに委員会意見として指摘してきました課題と方向性において、 

改善実行への高い意識・不断の努力・強い姿勢が市行政側に必要です。 

         成果・実績のチェックが適正に実施されたとしても、改善実行へ結び付

かなければ、ＰＤＣＡサイクルは正しく働きません。 

③．Ｃ-チェック機能の強化を 

④．Ａ-アクションへの反映 
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      実効性ある改善措置へと向かう工夫策が必要と考えます。この点におい

て、予算編成時における庁内の積極的な議論、検証を求めます。 

 

 

 

    

 

      これまでに指摘した課題点に対して共通することになりますが、市民へ

向けての情報公開は、補助金見直しの重要な機会となります。 

      市民においてはより良い理解を得るための場となり、行政においては実 

効性の向上を後押しするものになると考えます。 

  今までに指摘したとおり、事業計画書・成果報告書等においては、より分

かりやすく、十分な情報を開示し、高い透明性を確保すべきです。 

        特に人件費に対する補助については、公共性の高い事業を実施する団体へ

の補助であることは認められますが、額の多寡や補助率の高低を問わず、団

体を維持するための運営費補助を支出する行政側には、十分な説明を行う責

任があります。補助金の交付先である団体においても、その原資が税金をも

って賄われているということ、並びに公共性の高い事業を実施していること

を十分に認識した運用を図るべきと考えます。 

        そのためにも、透明性の確保、並びに十分な市民への説明と理解を得るた

めの努力を行うよう望みます。市職員の給料は条例及び予算等において定め

られ、議会の議決が必要となります。市の情報は情報公開等が規定されてい

ます。人件費の補助を受ける各団体においても、これらに準じた制度等の検

討が必要と考えます。 

 

 

 

これまで、今後の補助金のあり方へ向けて、課題と意見を述べてきました。 

社会の経済状況が厳しい現在では、市の財政状況もまた同様であり、このような

中で補助金へ向けられる市民からの視点も厳しいものであると考えます。 

こうした情勢を踏まえ、本補助金検討委員会においては、委員会開催当日の審議

のみならず、委員会開催以外の時においても、各委員が検討作業を進めるなどして、

一定期間での集中的な調査分析と検討議論を重ねてきました。 

その結果として、本意見書をここに提言するものですが、共通的意見においては、

全ての補助金に向けて指摘されたものと認識してください。 

佐倉市の補助金がより効果的に政策目的の実現に寄与する制度として住民福祉

の増進に寄与するため、市行政においては本意見書内容に基づき十分な検討を行い、

着実に改善措置を実行されることを求め、より透明性の高い、より市民に理解され

る補助事業制度が構築されていくことを期待します。 

まとめ 

４．十分な情報開示を 

①．全ての補助金には透明性の確保を 
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［資料 1］ 

 

補助金検討委員会の審議経過 

回 日時 審議内容 

第１回 
平成 23 年 5 月 24 日（火）

13 時 30 分～16 時 10 分 

①補助金検討（概要整理） 

②補助金等交付基準の見直しについて 

③補助金の評価（方向性）について 

第２回 
平成 23 年 6 月 28 日（火）

13 時 30 分～15 時 50 分 

①補助金検討（各委員分担による各補助金

事前確認結果からの審議） 

②補助金等交付基準の見直しについて 

③補助金の評価（点検シート）について 

第３回 
平成 23 年 7 月 26 日（火）

13 時 00 分～14 時 30 分 

①個別補助金の抽出について 

②各補助金点検シート回答結果について 

③補助金全般の検討について 

第４回 
平成 23 年 8 月 9 日（火）

13 時 00 分～16 時 05 分 

①事業課ヒアリングについて 

②ヒアリング実施補助金の評価について 

③補助金全般の検討について 

第５回 
平成 23 年 8 月 30 日（火）

13 時 00 分～16 時 20 分 

①事業課ヒアリングについて 

②ヒアリング実施補助金の評価について 

③補助金全般の検討について 

④その他の補助金のヒアリングについて 

第６回 
平成 23 年 10 月 5 日（水）

16 時 30 分～19 時 30 分 

①事業課ヒアリングについて 

②ヒアリング実施補助金の評価について 

③補助金全般の検討について 

④ヒアリングを実施しなかった事業の評

価について 

⑤委員会としての提言に向けて 

⑥補助金等交付基準の見直しについて 

第７回 
平成 23 年 10 月 19 日（水）

17 時 00 分～19 時 30 分 

①ヒアリング実施補助金の評価について 

②意見書提言内容について 

③ヒアリングを実施しなかった事業の意

見の集約について 

④意見書論点整理について 

⑤意見書の内容・スタイルについて 

第８回 
平成 23 年 11 月 17 日（木）

10 時 00 分～ 時 分 
①意見書提言内容について 
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［資料2］補助金一覧（点検結果一覧）
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性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

1
7

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
自

治
会

等
自

治
振

興
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

1
4

4
3

2
2

継
続

(拡
大

)
1

5
,9

5
6

1
6

,0
4

2

1
8

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
地

域
ま

ち
づ

く
り

協
議

会
事

業
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

1
2

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
4

,8
0

0
4

,8
0

0

1
9

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
民

憲
章

推
進

協
議

会
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

6
1

3
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

2
,5

0
0

1
,5

0
0

2
0

自
治

人
権

推
進

課
2

市
民

提
案

型
協

働
事

業
助

成
金

補
助

金
7

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

3
,0

0
0

8
8

6

2
1

情
報

シ
ス

テ
ム

課
2

佐
倉

市
共

聴
施

設
整

備
事

業
費

補
助

金
補

助
金

3
国

団
事

業
6

2
4

4
4

2
0

廃
止

(即
時

)
0

0

2
2

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
民

生
委

員
児

童
委

員
協

議
会

交
付

金
交

付
金

1
県

団
事

業
1

0
1

4
4

4
2

3
継

続
(維

持
)

8
1

2
8

2
4

2
3

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
協

議
会

事
業

推
進

費
補

助
金

（
事

業
費

分
）

補
助

金
2

-
団

事
業

8
1

4
4

4
2

1
継

続
(維

持
)

2
,7

8
1

2
,3

7
4

2
4

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
協

議
会

事
業

推
進

費
補

助
金

（
人

件
費

分
）

補
助

金
2

-
別

記
1

別
記

2
団

運
営

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

9
3

,0
0

0
9

3
,0

0
0

2
5

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
遺

族
会

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
6

1
4

4
4

1
9

継
続

(維
持

)
2

7
0

2
7

0

2
6

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
鉄

道
駅

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
整

備
事

業
補

助
金

補
助

金
4

県
団

事
業

6
1

4
4

4
1

9
継

続
(拡

大
)

3
2

,1
8

5
0

2
7

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
施

設
整

備
事

業
借

入
金

元
金

補
助

金
＊

補
助

金
3

県
団

事
業

8
1

3
4

2
1

8
継

続
(維

持
)

9
0

1
9

0
1

2
8

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
施

設
整

備
事

業
資

金
利

子
補

給
補

助
金

＊
補

助
金

3
県

団
事

業
8

1
3

4
2

1
8

継
続

(維
持

)
8

9
8

9

2
9

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
民

間
心

身
障

害
者

施
設

運
営

費
補

助
金

補
助

金
2

-
団

運
営

8
2

3
4

3
2

0
継

続
(維

持
)

3
,4

6
5

3
,4

6
5

3
0

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
障

害
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
運

営
費

等
補

助
金

補
助

金
2

県
団

運
営

1
0

1
3

4
4

2
2

継
続

(維
持

)
8

,6
9

8
8

,8
5

3

3
1

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
知

的
障

害
者

生
活

ホ
ー

ム
運

営
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
1

0
4

3
1

6
継

続
(維

持
)

無
0

0

3
2

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
通

所
サ

ー
ビ

ス
利

用
促

進
事

業
補

助
金

補
助

金
2

県
団

事
業

8
1

4
4

4
2

1
継

続
(維

持
)

1
2

,0
0

0
1

3
,0

0
0

3
3

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
民

間
心

身
障

害
者

施
設

整
備

事
業

補
助

金
補

助
金

3
国

・
県

団
事

業
6

1
1

4
4

1
6

継
続

(維
持

)
無

4
,2

0
0

4
,2

0
0
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平
成

2
3
年
度

補
助

金
点

検
一

覧
（

単
位

　
千

円
）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

3
4

障
害

福
祉

課
3

本
人

活
動

支
援

事
業

補
助

金
補

助
金

2
団

事
業

8
1

3
4

3
1

9
継

続
(維

持
)

7
0

0
7

1
5

3
5

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

社
会

福
祉

施
設

整
備

事
業

借
入

金
元

金
補

助
金

＊
補

助
金

3
県

団
事

業
1

0
1

3
4

3
2

1
継

続
(維

持
)

7
,3

1
8

7
,3

3
7

3
6

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

社
会

福
祉

施
設

整
備

事
業

資
金

利
子

補
給

補
助

金
＊

補
助

金
3

県
団

事
業

1
0

1
3

4
3

2
1

継
続

(維
持

)
2

,4
8

5
2

,2
5

3

3
7

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

高
齢

者
ク

ラ
ブ

補
助

金
補

助
金

2
国

・
県

別
記

1
別

記
2

団
事

業
1

0
1

3
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

4
,3

1
8

4
,2

0
7

3
8

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

補
助

金
（

運
営

費
）

補
助

金
2

国
別

記
2

団
運

営
1

0
1

4
4

4
2

3
継

続
(維

持
)

9
,6

0
0

9
,6

0
0

3
9

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

補
助

金
（

事
業

費
）

補
助

金
2

国
団

事
業

1
0

1
4

4
4

2
3

継
続

(維
持

)
4

0
0

4
0

0

4
0

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

事
業

補
助

金
補

助
金

3
国

団
事

業
1

0
2

2
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

無
0

0

4
1

介
護

保
険

課
3

社
会

福
祉

法
人

に
よ

る
利

用
者

負
担

の
軽

減
実

施
に

伴
う

助
成

金
補

助
金

6
県

団
事

業
8

1
1

4
4

1
8

継
続

(維
持

)
無

3
0

3
0

4
2

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

母
子

寡
婦

福
祉

会
補

助
金

補
助

金
4

-
別

記
1

別
記

2
団

事
業

6
1

3
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

9
0

9
0

4
3

子
育

て
支

援
課

3
佐

倉
市

民
間

保
育

園
運

営
費

等
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(拡
大

)
2

0
8

,3
9

9
2

4
0

,8
8

1

4
4

子
育

て
支

援
課

3
認

可
外

保
育

施
設

運
営

費
等

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

1
別

記
2

団
運

営
1

0
2

3
4

3
2

2
そ

の
他

9
8

8
1

,2
5

0

4
5

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
補

助
金

（
佐

倉
市

ボ
ー

イ
ス

カ
ウ

ト
・

ガ
ー

ル
ス

カ
ウ

ト
育

成
会

）
補

助
金

2
県

団
事

業
6

1
4

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
1

9
0

1
9

0

4
6

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
補

助
金

（
佐

倉
市

子
ど

も
会

育
成

連
盟

）
補

助
金

2
-

団
事

業
6

1
4

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
5

5
0

5
5

0

4
7

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
交

付
金

（
佐

倉
市

青
少

年
相

談
員

連
絡

協
議

会
）

交
付

金
1

県
団

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

1
,5

0
0

1
,5

0
0

4
8

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
交

付
金

（
佐

倉
市

青
少

年
育

成
市

民
会

議
）

交
付

金
1

-
団

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

1
,6

5
0

1
,6

5
0

4
9

社
会

福
祉

課
4

佐
倉

市
献

血
推

進
協

議
会

事
業

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
1

0
2

4
4

3
2

3
継

続
(維

持
)

7
8

0
7

8
0

5
0

健
康

増
進

課
4

佐
倉

市
食

生
活

改
善

推
進

協
議

会
事

業
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

8
2

4
4

2
2

0
継

続
(維

持
)

4
7

4
5
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平
成

2
3
年
度

補
助

金
点

検
一

覧
（

単
位

　
千

円
）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

5
1

環
境

保
全

課
4

佐
倉

市
地

下
水

汚
染

に
係

る
浄

水
器

設
置

費
補

助
金

補
助

金
5

-
個

事
業

6
1

1
4

2
1

4
継

続
(維

持
)

1
0

0
1

0
0

5
2

廃
棄

物
対

策
課

4
佐

倉
市

生
ご

み
減

量
化

促
進

事
業

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
8

1
3

4
4

2
0

継
続

(維
持

)
8

0
0

7
0

0

5
3

下
水

道
課

4
佐

倉
市

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
事

業
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
個

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

4
1

,9
0

8
4

1
,9

0
8

5
4

下
水

道
課

4
佐

倉
市

合
併

処
理

浄
化

槽
維

持
管

理
費

補
助

金
補

助
金

3
個

事
業

8
1

1
4

4
1

8
継

続
(維

持
)

8
,5

0
0

5
,0

0
0

5
5

農
政

課
5

佐
倉

市
農

業
経

営
基

盤
強

化
資

金
利

子
補

給
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
0

3
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

2
,0

5
3

1
,5

4
8

5
6

農
政

課
5

農
業

近
代

化
資

金
利

子
補

給
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
0

3
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

3
5

3
2

4
6

5
7

農
政

課
5

佐
倉

市
農

林
業

振
興

資
金

利
子

補
給

事
業

補
助

金
補

助
金

3
-

別
記

1
団

事
業

6
0

3
4

4
1

7
継

続
(維

持
)

4
8

0
2

4
0

5
8

農
政

課
5

佐
倉

市
植

物
防

疫
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
0

4
4

4
1

8
継

続
(維

持
)

3
,8

7
0

3
,8

7
0

5
9

農
政

課
5

佐
倉

市
水

田
農

業
構

造
改

革
事

業
補

助
金

補
助

金
4

県
団

・
個

事
業

6
1

3
4

4
1

8
継

続
(拡

大
)

1
0

,1
8

0
1

4
,9

3
0

6
0

農
政

課
5

佐
倉

市
農

業
環

境
対

策
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
別

記
1

団
事

業
8

0
3

4
3

1
8

継
続

(拡
大

)
1

,2
0

4
1

,2
0

4

6
1

農
政

課
5

佐
倉

市
農

産
園

芸
総

合
対

策
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
0

3
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

2
,9

0
0

6
,5

5
5

6
2

農
政

課
5

佐
倉

市
農

業
体

験
農

園
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
1

2
2

3
1

6
継

続
(維

持
)

無
2

7
0

2
7

0

6
3

農
政

課
5

佐
倉

市
耕

作
放

棄
地

対
策

事
業

補
助

金
補

助
金

3
国

団
・

個
事

業
8

2
4

4
4

2
2

継
続

(維
持

)
7

,4
1

0
1

0
,2

3
0

6
4

農
政

課
5

佐
倉

市
畜

産
振

興
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

8
0

4
4

2
1

8
継

続
(維

持
)

4
,2

0
0

4
,1

5
0

6
5

農
政

課
5

佐
倉

市
畜

産
総

合
対

策
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
0

4
4

3
1

9
継

続
(維

持
)

1
,8

0
0

6
,6

0
0

6
6

農
政

課
5

北
総

中
央

用
水

土
地

改
良

区
運

営
補

助
金

補
助

金
4

県
別

記
1

別
記

2
団

運
営

8
1

1
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

2
,9

0
7

2
,5

4
8

6
7

農
政

課
5

佐
倉

市
林

業
振

興
事

業
補

助
金

補
助

金
4

県
団

事
業

4
1

3
2

4
1

4
継

続
(維

持
)

1
9

9
2

0
0
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平
成

2
3
年
度

補
助

金
点

検
一

覧
（

単
位

　
千

円
）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

6
8

農
政

課
5

佐
倉

市
淡

水
魚

貝
類

資
源

確
保

対
策

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
4

1
3

4
3

1
5

継
続

(維
持

)
3

5
0

3
5

0

6
9

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
商

店
街

街
路

灯
等

維
持

管
理

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

3
,4

9
0

3
,3

0
0

7
0

産
業

振
興

課
6

佐
倉

商
工

会
議

所
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

1
2

,5
5

0
1

2
,5

5
0

(7
0

)
産

業
振

興
課

6
佐

倉
商

工
会

議
所

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

別
記

2
団

運
営

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

2
2

,9
5

0
2

2
,9

5
0

7
1

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
工

業
団

地
連

絡
協

議
会

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(維
持

)
5

1
5

5
2

0

7
2

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
中

小
企

業
資

金
融

資
利

子
補

給
金

補
助

金
4

-
個

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(拡

大
)

1
3

,8
3

0
1

5
,7

0
3

7
3

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
企

業
誘

致
助

成
金

補
助

金
3

-
別

記
1

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(拡
大

)
1

6
1

,0
2

5
1

3
7

,9
7

4

7
4

産
業

振
興

課
6

街
中

に
ぎ

わ
い

推
進

事
業

補
助

金
補

助
金

2
-

団
事

業
6

1
4

4
4

1
9

継
続

(拡
大

)
1

5
,2

0
0

1
5

,2
0

0

7
5

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
伝

統
的

工
芸

品
産

業
保

存
育

成
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
個

事
業

6
1

4
4

2
1

7
継

続
(拡

大
)

3
0

0
3

0
0

7
6

産
業

振
興

課
6

社
団

法
人

佐
倉

市
観

光
協

会
事

業
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

6
1

2
4

4
1

7
継

続
(維

持
)

1
0

,3
9

1
1

1
,3

7
6

(7
6

)
産

業
振

興
課

6
社

団
法

人
佐

倉
市

観
光

協
会

事
業

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

1
別

記
2

団
運

営
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(維
持

)
5

,5
1

1
4

,3
7

5

7
7

産
業

振
興

課
6

佐
倉

・
時

代
ま

つ
り

事
業

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(拡
大

)
2

,5
5

0
2

,5
5

0

7
8

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
民

花
火

大
会

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
8

1
4

4
4

2
1

継
続

(維
持

)
2

9
,2

5
3

0

7
9

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
認

定
職

業
訓

練
運

営
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
1

3
4

2
1

6
継

続
(維

持
)

6
8

0
6

8
0

8
0

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
中

小
企

業
退

職
金

共
済

掛
金

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
6

1
3

4
3

1
7

継
続

(維
持

)
2

,4
8

2
1

,8
0

6

8
1

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
障

害
者

雇
用

促
進

奨
励

金
補

助
金

3
国

団
事

業
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(維
持

)
無

5
0

0
5

0
0

8
2

産
業

振
興

課
6

介
護

未
経

験
者

の
雇

用
に

係
る

研
修

支
援

助
成

金
補

助
金

3
-

団
事

業
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(維
持

)
無

1
,0

0
0

1
,0

0
0
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平
成

2
3
年
度

補
助

金
点

検
一

覧
（

単
位

　
千

円
）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

8
3

道
路

管
理

課
7

街
灯

管
理

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
2

2
4

4
3

2
5

継
続

(維
持

)
3

4
,6

3
8

3
4

,8
6

9

8
4

道
路

管
理

課
7

街
灯

設
置

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
2

2
4

4
3

2
5

継
続

(維
持

)
2

,2
2

6
2

,2
2

6

8
5

道
路

管
理

課
7

街
灯

修
繕

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
2

2
4

4
3

2
5

継
続

(維
持

)
4

,6
8

2
4

,4
5

1

8
6

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
木

造
建

築
物

耐
震

診
断

補
助

金
補

助
金

3
国

・
県

個
事

業
8

1
4

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
9

7
5

9
7

5

8
7

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
木

造
住

宅
補

強
改

造
工

事
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
個

事
業

1
0

1
4

4
3

2
2

継
続

(維
持

)
4

,0
0

0
4

,0
0

0

8
8

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
か

さ
上

げ
工

事
等

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
8

1
2

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
無

1
,0

0
0

1
,0

0
0

8
9

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
危

険
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ブ

ロ
ッ

ク
塀

等
の

除
去

及
び

緑
化

推
進

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
8

2
3

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
9

5
0

8
0

0

9
0

建
築

指
導

課
7

マ
ン

シ
ョ

ン
耐

震
診

断
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
個

事
業

8
1

2
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

無
1

,0
3

4
1

,0
3

4

9
1

道
路

管
理

課
7

私
道

舗
装

等
助

成
金

補
助

金
3

-
団

事
業

6
1

2
4

3
1

6
継

続
(維

持
)

無
0

0

9
2

道
路

管
理

課
7

私
道

移
管

助
成

金
補

助
金

3
-

団
事

業
6

1
4

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
3

4
4

3
,7

5
0

9
3

下
水

道
課

7
佐

倉
市

が
け

地
崩

壊
防

止
事

業
費

補
助

金
補

助
金

5
-

個
事

業
1

2
1

0
4

2
1

9
継

続
(維

持
)

無
0

0

9
4

下
水

道
課

7
雨

水
貯

留
浸

透
施

設
設

置
工

事
補

助
金

補
助

金
3

-
別

記
1

個
事

業
8

1
3

4
4

2
0

継
続

(維
持

)
5

3
6

5
3

6

9
5

都
市

計
画

課
7

佐
倉

市
土

地
区

画
整

理
事

業
助

成
金

補
助

金
3

-
別

記
1

団
事

業
6

1
0

4
3

1
4

継
続

(維
持

)
無

0
0

9
6

交
通

防
災

課
8

佐
倉

市
消

防
団

連
絡

協
議

会
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(維
持

)
3

,8
0

0
3

,8
0

0

9
7

教
育

総
務

課
9

佐
倉

市
佐

倉
東

高
等

学
校

定
時

制
教

育
振

興
会

補
助

金
補

助
金

3
-

団
事

業
4

1
4

4
3

1
6

継
続

(維
持

)
3

3
0

3
3

0

9
8

教
育

総
務

課
9

高
等

学
校

等
奨

学
金

補
助

金
6

-
個

事
業

1
0

2
2

4
3

2
1

継
続

(維
持

)
6

,4
0

0

9
9

指
導

課
9

佐
倉

市
学

校
運

営
費

等
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

6
1

4
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

4
4

0
4

4
0
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平
成

2
3
年
度

補
助

金
点

検
一

覧
（

単
位

　
千

円
）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

1
0

0
学

務
課

9
佐

倉
市

遠
距

離
通

学
費

補
助

金
＊

補
助

金
5

-
個

事
業

1
0

2
4

4
3

2
3

継
続

(維
持

)
1

,0
3

7
1

,1
5

4

1
0

1
学

務
課

9
佐

倉
市

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励

費
補

助
金

補
助

金
5

国
個

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(維
持

)
2

,4
7

5
2

,5
0

5

(1
0

0
)

学
務

課
9

佐
倉

市
遠

距
離

通
学

費
補

助
金

＊
補

助
金

5
-

個
事

業
1

0
2

4
4

3
2

3
継

続
(維

持
)

5
6

1
0

5

(1
0

1
)

学
務

課
9

佐
倉

市
特

別
支

援
教

育
就

学
奨

励
費

補
助

金
補

助
金

5
国

個
事

業
1

0
2

4
4

4
2

4
継

続
(維

持
)

2
,3

1
9

2
,2

9
3

1
0

2
指

導
課

9
私

立
幼

稚
園

災
害

共
済

給
付

加
入

補
助

金
補

助
金

3
-

団
事

業
8

2
4

4
3

2
1

継
続

(維
持

)
1

6
3

1
8

0

1
0

3
学

務
課

9
佐

倉
市

私
立

幼
稚

園
振

興
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
2

4
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

2
8

,8
1

5
2

8
,8

1
5

1
0

4
学

務
課

9
佐

倉
市

私
立

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

補
助

金
補

助
金

6
国

団
事

業
8

2
4

4
4

2
2

継
続

(拡
大

)
1

7
4

,7
5

6
1

9
0

,2
6

9

1
0

5
社

会
教

育
課

9
佐

倉
市

成
人

教
育

活
動

助
成

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

1
別

記
2

団
事

業
8

1
4

4
4

2
1

継
続

(維
持

)
5

1
2

5
1

2

1
0

6
社

会
教

育
課

9
将

門
地

区
社

会
教

育
団

体
育

成
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
1

4
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

1
0

0
1

0
0

1
0

7
文

化
課

9
佐

倉
日

蘭
協

会
助

成
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

2
,0

0
0

1
,5

9
2

1
0

8
文

化
課

9
文

化
財

保
存

事
業

補
助

金
補

助
金

3
県

団
・

個
事

業
8

2
3

4
4

2
1

継
続

(拡
大

)
3

2
0

2
,2

7
8

1
0

9
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
市

体
育

協
会

補
助

金
補

助
金

4
-

別
記

1
団

事
業

8
2

4
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

4
,7

0
0

5
,5

3
0

1
1

0
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
市

ス
ポ

ー
ツ

少
年

団
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

8
2

4
4

3
2

1
継

続
(拡

大
)

4
5

0
4

5
0

1
1

1
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
朝

日
健

康
マ

ラ
ソ

ン
大

会
事

業
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

8
2

4
4

2
2

0
継

続
(維

持
)

9
0

0
9

0
0

1
1

2
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
市

運
動

広
場

管
理

運
営

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
8

1
4

4
4

2
1

継
続

(維
持

)
1

,8
2

2
1

,4
7

7

1
1

3
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
千

葉
県

歩
け

歩
け

佐
倉

市
大

会
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
1

3
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

2
7

0
2

7
0

1
1

4
下

水
道

課
1

佐
倉

市
水

洗
便

所
改

造
資

金
等

助
成

金
補

助
金

3
-

個
事

業
6

1
2

4
3

1
6

継
続

(維
持

)
無

8
1

8
1
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平
成

2
3
年
度

補
助

金
点

検
一

覧
（

単
位

　
千

円
）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
基

準
外

団
・

個
種

別

評
価

点
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

 実
績

無
・

新
規

1
1

5
下

水
道

課
1

佐
倉

市
水

洗
便

所
改

造
奨

励
金

補
助

金
3

-
個

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

2
8

0
3

5
0

1
1

6
交

通
防

災
課

2
被

災
者

住
宅

再
建

支
援

金
事

業
補

助
金

補
助

金
5

県
個

事
業

6
2

2
4

4
1

8
そ

の
他

新
規

0
1

5
,0

0
0

1
1

7
自

治
人

権
推

進
課

2
婚

活
支

援
事

業
交

付
金

交
付

金
1

県
団

事
業

8
1

2
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

新
規

0
6

,7
3

2

1
1

8
子

育
て

支
援

課
3

民
間

保
育

園
施

設
整

備
費

補
助

金
補

助
金

2
県

団
事

業
1

0
2

2
4

4
2

2
継

続
(拡

大
)

新
規

0
9

2
,0

8
0

1
1

9
産

業
振

興
課

6
起

業
支

援
事

業
補

助
金

補
助

金
2

団
事

業
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(拡
大

)
新

規
0

6
0

0

合
　

　
　

　
　

　
　

計
1

,1
3

6
,0

2
5

 
1

,2
2

6
,5

9
8

 

＊
金

額
欄

に
つ

い
て

、
補

助
金

を
廃

止
し

た
も

の
は

斜
線

、
補

助
金

の
制

度
は

存
続

し
て

い
る

が
、

平
成

2
3

年
度

予
算

に
は

計
上

し
て

い
な

い
も

の
は

０
で

記
載

し
て

い
ま

す
。

【
分

類
区

分
】

①
市

が
依

頼
す

る
事

務
処

理
に

対
す

る
報

償
的

な
財

政
支

援
（

交
付

金
）

②
市

と
の

連
携

に
よ

り
実

施
す

る
事

業
へ

の
財

政
支

援
（

行
政

か
ら

の
働

き
か

け
で

組
織

さ
れ

た
団

体
、

市
域

を
包

括
す

る
組

織
等

に
対

す
る

補
助

）
③

啓
発

、
誘

導
の

た
め

の
財

政
支

援
（

制
度

補
助

）
④

啓
発

、
誘

導
の

た
め

の
財

政
支

援
（

特
定

団
体

の
支

援
）

⑤
特

別
な

負
担

を
強

い
ら

れ
て

い
る

特
定

市
民

へ
の

弁
償

的
な

財
政

支
援

⑥
一

定
水

準
の

市
民

生
活

を
保

障
す

る
た

め
の

財
政

支
援

（
扶

助
費

的
性

格
の

強
い

も
の

）
⑦

市
民

自
ら

企
画

、
提

案
・

実
施

す
る

公
共

サ
ー

ビ
ス

を
支

援
す

る
も

の

【
国

・
県

】
○

国
庫

支
出

金
・

県
支

出
金

が
つ

い
て

い
る

も
の

【
基

準
外

】
○

現
行

の
補

助
金

等
基

準
に

お
い

て
、

別
記

１
、

別
記

2
と

し
て

、
例

外
的

に
基

準
外

を
認

め
ら

れ
て

い
る

も
の

【
団

・
個

人
】

○
「

団
」

と
あ

る
も

の
は

交
付

先
が

団
体

で
あ

る
も

の
、

「
個

」
と

あ
る

も
の

は
交

付
先

が
個

人
で

あ
る

も
の

【
種

別
】

○
「

事
業

」
と

あ
る

も
の

は
事

業
費

に
対

す
る

補
助

で
あ

る
も

の
、

「
運

営
」

と
あ

る
も

の
は

運
営

費
に

対
す

る
補

助
で

あ
る

も
の
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【
分

類
区

分
①

　
市

が
依

頼
す

る
事

務
処

理
に

対
す

る
報

償
的

な
財

政
支

援
（
交

付
金

）
】

分
類

区
分

別
　

　
　

点
検

一
覧

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

2
議

会
事

務
局

1
政

務
調

査
費

交
付

金
1

-
団

・
個

事
業

0
0

0
4

4
8

継
続

(維
持

)
1

4
,4

0
0

1
3

,5
2

0

1
議

会
事

務
局

1
議

員
厚

生
事

業
助

成
金

交
付

金
1

-
団

事
業

0
0

3
4

3
1

0
そ

の
他

2
0

0
2

0
0

1
9

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
民

憲
章

推
進

協
議

会
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

6
1

3
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

2
,5

0
0

1
,5

0
0

4
7

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
交

付
金

（
佐

倉
市

青
少

年
相

談
員

連
絡

協
議

会
）

交
付

金
1

県
団

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

1
,5

0
0

1
,5

0
0

4
8

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
交

付
金

（
佐

倉
市

青
少

年
育

成
市

民
会

議
）

交
付

金
1

-
団

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

1
,6

5
0

1
,6

5
0

7
7

産
業

振
興

課
6

佐
倉

・
時

代
ま

つ
り

事
業

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(拡
大

)
2

,5
5

0
2

,5
5

0

9
9

指
導

課
9

佐
倉

市
学

校
運

営
費

等
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

6
1

4
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

4
4

0
4

4
0

1
1

7
自

治
人

権
推

進
課

2
婚

活
支

援
事

業
交

付
金

交
付

金
1

県
団

事
業

8
1

2
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

新
規

0
6

,7
3

2

1
8

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
地

域
ま

ち
づ

く
り

協
議

会
事

業
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

1
2

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
4

,8
0

0
4

,8
0

0

5
0

健
康

増
進

課
4

佐
倉

市
食

生
活

改
善

推
進

協
議

会
事

業
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

8
2

4
4

2
2

0
継

続
(維

持
)

4
7

4
5

7
8

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
民

花
火

大
会

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
8

1
4

4
4

2
1

継
続

(維
持

)
2

9
,2

5
3

0

1
6

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
自

治
会

・
町

内
会

等
連

合
協

議
会

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
1

0
1

4
4

3
2

2
継

続
(拡

大
)

7
4

6
7

4
4

1
7

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
自

治
会

等
自

治
振

興
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

1
4

4
3

2
2

継
続

(拡
大

)
1

5
,9

5
6

1
6

,0
4

2

2
2

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
民

生
委

員
児

童
委

員
協

議
会

交
付

金
交

付
金

1
県

団
事

業
1

0
1

4
4

4
2

3
継

続
(維

持
)

8
1

2
8

2
4

4
9

社
会

福
祉

課
4

佐
倉

市
献

血
推

進
協

議
会

事
業

交
付

金
交

付
金

1
-

団
事

業
1

0
2

4
4

3
2

3
継

続
(維

持
)

7
8

0
7

8
0

4
3

子
育

て
支

援
課

3
佐

倉
市

民
間

保
育

園
運

営
費

等
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(拡
大

)
2

0
8

,3
9

9
2

4
0

,8
8

1

9
6

交
通

防
災

課
8

佐
倉

市
消

防
団

連
絡

協
議

会
交

付
金

交
付

金
1

-
団

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(維
持

)
3

,8
0

0
3

,8
0

0

1
7

件
合

　
　

　
　

　
　

　
計

2
8

7
,8

3
3

 
2

9
6

,0
0

8
 

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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【
分

類
区

分
②

　
市

と
の

連
携

に
よ

り
実

施
す

る
事

業
へ

の
財

政
支

援
（
行

政
か

ら
の

働
き

か
け

で
組

織
さ

れ
た

団
体

、
市

域
を

包
括

す
る

組
織

等
に

対
す

る
補

助
）
】

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

7
6

産
業

振
興

課
6

社
団

法
人

佐
倉

市
観

光
協

会
事

業
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

6
1

2
4

4
1

7
継

続
(維

持
)

1
0

,3
9

1
1

1
,3

7
6

(7
6

)
産

業
振

興
課

6
社

団
法

人
佐

倉
市

観
光

協
会

事
業

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

1
別

記
2

団
運

営
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(維
持

)
5

,5
1

1
4

,3
7

5

1
1

9
産

業
振

興
課

6
起

業
支

援
事

業
補

助
金

補
助

金
2

団
事

業
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(拡
大

)
新

規
0

6
0

0

3
総

務
課

2
佐

倉
市

役
所

職
員

共
済

会
補

助
金

補
助

金
2

-
別

記
1

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(維
持

)
6

,0
0

0
6

,0
0

0

(3
)

総
務

課
2

佐
倉

市
役

所
職

員
共

済
会

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

2
団

運
営

6
1

3
4

4
1

8
継

続
(維

持
)

-
-

4
5

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
補

助
金

（
佐

倉
市

ボ
ー

イ
ス

カ
ウ

ト
・

ガ
ー

ル
ス

カ
ウ

ト
育

成
会

）
補

助
金

2
県

団
事

業
6

1
4

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
1

9
0

1
9

0

4
6

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

青
少

年
健

全
育

成
関

係
団

体
事

業
補

助
金

（
佐

倉
市

子
ど

も
会

育
成

連
盟

）
補

助
金

2
-

団
事

業
6

1
4

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
5

5
0

5
5

0

3
4

障
害

福
祉

課
3

本
人

活
動

支
援

事
業

補
助

金
補

助
金

2
団

事
業

8
1

3
4

3
1

9
継

続
(維

持
)

7
0

0
7

1
5

7
4

産
業

振
興

課
6

街
中

に
ぎ

わ
い

推
進

事
業

補
助

金
補

助
金

2
-

団
事

業
6

1
4

4
4

1
9

継
続

(拡
大

)
1

5
,2

0
0

1
5

,2
0

0

4
交

通
防

災
課

2
佐

倉
交

通
安

全
協

会
佐

倉
市

支
部

長
連

絡
協

議
会

補
助

金
補

助
金

2
-

団
事

業
8

1
4

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
8

0
0

8
0

0

2
4

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
協

議
会

事
業

推
進

費
補

助
金

（
人

件
費

分
）

補
助

金
2

-
別

記
1

別
記

2
団

運
営

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

9
3

,0
0

0
9

3
,0

0
0

2
9

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
民

間
心

身
障

害
者

施
設

運
営

費
補

助
金

補
助

金
2

-
団

運
営

8
2

3
4

3
2

0
継

続
(維

持
)

3
,4

6
5

3
,4

6
5

1
0

7
文

化
課

9
佐

倉
日

蘭
協

会
助

成
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

2
,0

0
0

1
,5

9
2

1
1

1
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
朝

日
健

康
マ

ラ
ソ

ン
大

会
事

業
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

8
2

4
4

2
2

0
継

続
(維

持
)

9
0

0
9

0
0

5
交

通
防

災
課

2
佐

倉
市

交
通

安
全

母
の

会
事

業
補

助
金

補
助

金
2

-
団

事
業

8
1

4
4

4
2

1
継

続
(維

持
)

8
0

8
0

2
3

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
協

議
会

事
業

推
進

費
補

助
金

（
事

業
費

分
）

補
助

金
2

-
団

事
業

8
1

4
4

4
2

1
継

続
(維

持
)

2
,7

8
1

2
,3

7
4

3
2

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
通

所
サ

ー
ビ

ス
利

用
促

進
事

業
補

助
金

補
助

金
2

県
団

事
業

8
1

4
4

4
2

1
継

続
(維

持
)

1
2

,0
0

0
1

3
,0

0
0

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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【
分

類
区

分
②

　
市

と
の

連
携

に
よ

り
実

施
す

る
事

業
へ

の
財

政
支

援
（
行

政
か

ら
の

働
き

か
け

で
組

織
さ

れ
た

団
体

、
市

域
を

包
括

す
る

組
織

等
に

対
す

る
補

助
）
】

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
 実

績
無

・
新

規
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点

1
0

5
社

会
教

育
課

9
佐

倉
市

成
人

教
育

活
動

助
成

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

1
別

記
2

団
事

業
8

1
4

4
4

2
1

継
続

(維
持

)
5

1
2

5
1

2

3
0

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
障

害
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
運

営
費

等
補

助
金

補
助

金
2

県
団

運
営

1
0

1
3

4
4

2
2

継
続

(維
持

)
8

,6
9

8
8

,8
5

3

3
7

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

高
齢

者
ク

ラ
ブ

補
助

金
補

助
金

2
国

・
県

別
記

1
別

記
2

団
事

業
1

0
1

3
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

4
,3

1
8

4
,2

0
7

4
4

子
育

て
支

援
課

3
認

可
外

保
育

施
設

運
営

費
等

補
助

金
補

助
金

2
-

別
記

1
別

記
2

団
運

営
1

0
2

3
4

3
2

2
そ

の
他

9
8

8
1

,2
5

0

1
1

8
子

育
て

支
援

課
3

民
間

保
育

園
施

設
整

備
費

補
助

金
補

助
金

2
県

団
事

業
1

0
2

2
4

4
2

2
継

続
(拡

大
)

新
規

0
9

2
,0

8
0

3
8

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

補
助

金
（

運
営

費
）

補
助

金
2

国
別

記
2

団
運

営
1

0
1

4
4

4
2

3
継

続
(維

持
)

9
,6

0
0

9
,6

0
0

3
9

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

補
助

金
（

事
業

費
）

補
助

金
2

国
団

事
業

1
0

1
4

4
4

2
3

継
続

(維
持

)
4

0
0

4
0

0

2
2

件
合

　
　

　
　

　
　

　
計

1
7

8
,0

8
4

 
2

7
1

,1
1

9
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【
分

類
区

分
③

　
啓

発
、

誘
導

の
た

め
の

財
政

支
援

（
制

度
補

助
）
】

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

9
5

都
市

計
画

課
7

佐
倉

市
土

地
区

画
整

理
事

業
助

成
金

補
助

金
3

-
別

記
1

団
事

業
6

1
0

4
3

1
4

継
続

(維
持

)
無

0
0

3
1

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
知

的
障

害
者

生
活

ホ
ー

ム
運

営
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
1

0
4

3
1

6
継

続
(維

持
)

無
0

0

3
3

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
民

間
心

身
障

害
者

施
設

整
備

事
業

補
助

金
補

助
金

3
国

・
県

団
事

業
6

1
1

4
4

1
6

継
続

(維
持

)
無

4
,2

0
0

4
,2

0
0

6
2

農
政

課
5

佐
倉

市
農

業
体

験
農

園
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
1

2
2

3
1

6
継

続
(維

持
)

無
2

7
0

2
7

0

9
1

道
路

管
理

課
7

私
道

舗
装

等
助

成
金

補
助

金
3

-
団

事
業

6
1

2
4

3
1

6
継

続
(維

持
)

無
0

0

9
7

教
育

総
務

課
9

佐
倉

市
佐

倉
東

高
等

学
校

定
時

制
教

育
振

興
会

補
助

金
補

助
金

3
-

団
事

業
4

1
4

4
3

1
6

継
続

(維
持

)
3

3
0

3
3

0

1
1

4
下

水
道

課
1

佐
倉

市
水

洗
便

所
改

造
資

金
等

助
成

金
補

助
金

3
-

個
事

業
6

1
2

4
3

1
6

継
続

(維
持

)
無

8
1

8
1

6
交

通
防

災
課

2
佐

倉
市

チ
ャ

イ
ル

ド
シ

ー
ト

購
入

助
成

金
補

助
金

3
-

個
事

業
4

2
4

4
3

1
7

継
続

(維
持

)
1

,4
0

0
1

,4
0

0

5
7

農
政

課
5

佐
倉

市
農

林
業

振
興

資
金

利
子

補
給

事
業

補
助

金
補

助
金

3
-

別
記

1
団

事
業

6
0

3
4

4
1

7
継

続
(維

持
)

4
8

0
2

4
0

7
5

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
伝

統
的

工
芸

品
産

業
保

存
育

成
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
個

事
業

6
1

4
4

2
1

7
継

続
(拡

大
)

3
0

0
3

0
0

8
0

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
中

小
企

業
退

職
金

共
済

掛
金

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
6

1
3

4
3

1
7

継
続

(維
持

)
2

,4
8

2
1

,8
0

6

8
1

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
障

害
者

雇
用

促
進

奨
励

金
補

助
金

3
国

団
事

業
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(維
持

)
無

5
0

0
5

0
0

8
2

産
業

振
興

課
6

介
護

未
経

験
者

の
雇

用
に

係
る

研
修

支
援

助
成

金
補

助
金

3
-

団
事

業
6

1
2

4
4

1
7

継
続

(維
持

)
無

1
,0

0
0

1
,0

0
0

2
7

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
施

設
整

備
事

業
借

入
金

元
金

補
助

金
＊

補
助

金
3

県
団

事
業

8
1

3
4

2
1

8
継

続
(維

持
)

9
0

1
9

0
1

2
8

障
害

福
祉

課
3

佐
倉

市
社

会
福

祉
施

設
整

備
事

業
資

金
利

子
補

給
補

助
金

＊
補

助
金

3
県

団
事

業
8

1
3

4
2

1
8

継
続

(維
持

)
8

9
8

9

5
4

下
水

道
課

4
佐

倉
市

合
併

処
理

浄
化

槽
維

持
管

理
費

補
助

金
補

助
金

3
個

事
業

8
1

1
4

4
1

8
継

続
(維

持
)

8
,5

0
0

5
,0

0
0

6
0

農
政

課
5

佐
倉

市
農

業
環

境
対

策
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
別

記
1

団
事

業
8

0
3

4
3

1
8

継
続

(拡
大

)
1

,2
0

4
1

,2
0

4

7
3

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
企

業
誘

致
助

成
金

補
助

金
3

-
別

記
1

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(拡
大

)
1

6
1

,0
2

5
1

3
7

,9
7

4

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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【
分

類
区

分
③

　
啓

発
、

誘
導

の
た

め
の

財
政

支
援

（
制

度
補

助
）
】

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
 実

績
無

・
新

規
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点

8
8

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
か

さ
上

げ
工

事
等

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
8

1
2

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
無

1
,0

0
0

1
,0

0
0

9
0

建
築

指
導

課
7

マ
ン

シ
ョ

ン
耐

震
診

断
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
個

事
業

8
1

2
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

無
1

,0
3

4
1

,0
3

4

9
2

道
路

管
理

課
7

私
道

移
管

助
成

金
補

助
金

3
-

団
事

業
6

1
4

4
3

1
8

継
続

(維
持

)
3

4
4

3
,7

5
0

1
1

5
下

水
道

課
1

佐
倉

市
水

洗
便

所
改

造
奨

励
金

補
助

金
3

-
個

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(維

持
)

2
8

0
3

5
0

5
5

農
政

課
5

佐
倉

市
農

業
経

営
基

盤
強

化
資

金
利

子
補

給
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
0

3
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

2
,0

5
3

1
,5

4
8

5
6

農
政

課
5

農
業

近
代

化
資

金
利

子
補

給
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
0

3
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

3
5

3
2

4
6

6
1

農
政

課
5

佐
倉

市
農

産
園

芸
総

合
対

策
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
0

3
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

2
,9

0
0

6
,5

5
5

6
5

農
政

課
5

佐
倉

市
畜

産
総

合
対

策
事

業
補

助
金

補
助

金
3

県
団

事
業

8
0

4
4

3
1

9
継

続
(維

持
)

1
,8

0
0

6
,6

0
0

2
1

情
報

シ
ス

テ
ム

課
2

佐
倉

市
共

聴
施

設
整

備
事

業
費

補
助

金
補

助
金

3
国

団
事

業
6

2
4

4
4

2
0

廃
止

(即
時

)
0

0

5
2

廃
棄

物
対

策
課

4
佐

倉
市

生
ご

み
減

量
化

促
進

事
業

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
8

1
3

4
4

2
0

継
続

(維
持

)
8

0
0

7
0

0

5
3

下
水

道
課

4
佐

倉
市

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
事

業
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
個

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

4
1

,9
0

8
4

1
,9

0
8

6
9

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
商

店
街

街
路

灯
等

維
持

管
理

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

3
,4

9
0

3
,3

0
0

8
6

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
木

造
建

築
物

耐
震

診
断

補
助

金
補

助
金

3
国

・
県

個
事

業
8

1
4

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
9

7
5

9
7

5

8
9

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
危

険
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ブ

ロ
ッ

ク
塀

等
の

除
去

及
び

緑
化

推
進

補
助

金
補

助
金

3
-

個
事

業
8

2
3

4
3

2
0

継
続

(維
持

)
9

5
0

8
0

0

9
4

下
水

道
課

7
雨

水
貯

留
浸

透
施

設
設

置
工

事
補

助
金

補
助

金
3

-
別

記
1

個
事

業
8

1
3

4
4

2
0

継
続

(維
持

)
5

3
6

5
3

6

1
0

交
通

防
災

課
2

佐
倉

市
自

主
防

災
組

織
活

動
助

成
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
2

4
4

3
2

1
継

続
(拡

大
)

6
4

0
5

2
0

3
5

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

社
会

福
祉

施
設

整
備

事
業

借
入

金
元

金
補

助
金

＊
補

助
金

3
県

団
事

業
1

0
1

3
4

3
2

1
継

続
(維

持
)

7
,3

1
8

7
,3

3
7

3
6

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

社
会

福
祉

施
設

整
備

事
業

資
金

利
子

補
給

補
助

金
＊

補
助

金
3

県
団

事
業

1
0

1
3

4
3

2
1

継
続

(維
持

)
2

,4
8

5
2

,2
5

3
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【
分

類
区

分
③

　
啓

発
、

誘
導

の
た

め
の

財
政

支
援

（
制

度
補

助
）
】

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
 実

績
無

・
新

規
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点

1
0

2
指

導
課

9
私

立
幼

稚
園

災
害

共
済

給
付

加
入

補
助

金
補

助
金

3
-

団
事

業
8

2
4

4
3

2
1

継
続

(維
持

)
1

6
3

1
8

0

1
0

8
文

化
課

9
文

化
財

保
存

事
業

補
助

金
補

助
金

3
県

団
・

個
事

業
8

2
3

4
4

2
1

継
続

(拡
大

)
3

2
0

2
,2

7
8

4
0

高
齢

者
福

祉
課

3
佐

倉
市

民
間

社
会

福
祉

施
設

整
備

事
業

補
助

金
補

助
金

3
国

団
事

業
1

0
2

2
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

無
0

0

6
3

農
政

課
5

佐
倉

市
耕

作
放

棄
地

対
策

事
業

補
助

金
補

助
金

3
国

団
・

個
事

業
8

2
4

4
4

2
2

継
続

(維
持

)
7

,4
1

0
1

0
,2

3
0

8
7

建
築

指
導

課
7

佐
倉

市
木

造
住

宅
補

強
改

造
工

事
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
個

事
業

1
0

1
4

4
3

2
2

継
続

(維
持

)
4

,0
0

0
4

,0
0

0

1
0

3
学

務
課

9
佐

倉
市

私
立

幼
稚

園
振

興
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

8
2

4
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

2
8

,8
1

5
2

8
,8

1
5

1
4

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
地

区
集

会
所

整
備

事
業

補
助

金
補

助
金

3
-

団
事

業
1

0
1

4
4

4
2

3
継

続
(維

持
)

2
6

,8
8

0
2

4
,2

8
0

1
5

自
治

人
権

推
進

課
2

佐
倉

市
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
助

成
事

業
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
0

1
4

4
4

2
3

継
続

(維
持

)
0

0

7
交

通
防

災
課

2
佐

倉
市

公
共

交
通

移
動

円
滑

化
設

備
整

備
費

補
助

金
補

助
金

3
国

団
事

業
1

0
2

4
4

4
2

4
継

続
(維

持
)

1
,5

5
5

1
,5

5
5

8
交

通
防

災
課

2
佐

倉
市

生
活

交
通

路
線

維
持

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(維
持

)
6

,0
0

0
6

,0
0

0

9
交

通
防

災
課

2
佐

倉
市

バ
ス

運
行

対
策

費
補

助
金

補
助

金
3

国
・

県
団

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(維
持

)
0

2
0

0

8
3

道
路

管
理

課
7

街
灯

管
理

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
2

2
4

4
3

2
5

継
続

(維
持

)
3

4
,6

3
8

3
4

,8
6

9

8
4

道
路

管
理

課
7

街
灯

設
置

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
2

2
4

4
3

2
5

継
続

(維
持

)
2

,2
2

6
2

,2
2

6

8
5

道
路

管
理

課
7

街
灯

修
繕

費
補

助
金

補
助

金
3

-
団

事
業

1
2

2
4

4
3

2
5

継
続

(維
持

)
4

,6
8

2
4

,4
5

1

5
0

件
合

　
　

　
　

　
　

　
計

3
6

8
,3

1
7

 
3

5
3

,7
9

1
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【
分

類
区

分
④

　
啓

発
、

誘
導

の
た

め
の

財
政

支
援

（
特

定
団

体
の

支
援

）
】

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

6
7

農
政

課
5

佐
倉

市
林

業
振

興
事

業
補

助
金

補
助

金
4

県
団

事
業

4
1

3
2

4
1

4
継

続
(維

持
)

1
9

9
2

0
0

6
8

農
政

課
5

佐
倉

市
淡

水
魚

貝
類

資
源

確
保

対
策

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
4

1
3

4
3

1
5

継
続

(維
持

)
3

5
0

3
5

0

7
9

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
認

定
職

業
訓

練
運

営
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
1

3
4

2
1

6
継

続
(維

持
)

6
8

0
6

8
0

4
2

児
童

青
少

年
課

3
佐

倉
市

母
子

寡
婦

福
祉

会
補

助
金

補
助

金
4

-
別

記
1

別
記

2
団

事
業

6
1

3
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

9
0

9
0

6
6

農
政

課
5

北
総

中
央

用
水

土
地

改
良

区
運

営
補

助
金

補
助

金
4

県
別

記
1

別
記

2
団

運
営

8
1

1
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

2
,9

0
7

2
,5

4
8

1
1

3
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
千

葉
県

歩
け

歩
け

佐
倉

市
大

会
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
1

3
4

3
1

7
継

続
(維

持
)

2
7

0
2

7
0

5
8

農
政

課
5

佐
倉

市
植

物
防

疫
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
0

4
4

4
1

8
継

続
(維

持
)

3
,8

7
0

3
,8

7
0

5
9

農
政

課
5

佐
倉

市
水

田
農

業
構

造
改

革
事

業
補

助
金

補
助

金
4

県
団

・
個

事
業

6
1

3
4

4
1

8
継

続
(拡

大
)

1
0

,1
8

0
1

4
,9

3
0

6
4

農
政

課
5

佐
倉

市
畜

産
振

興
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

8
0

4
4

2
1

8
継

続
(維

持
)

4
,2

0
0

4
,1

5
0

7
1

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
工

業
団

地
連

絡
協

議
会

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
6

1
3

4
4

1
8

継
続

(維
持

)
5

1
5

5
2

0

7
2

産
業

振
興

課
6

佐
倉

市
中

小
企

業
資

金
融

資
利

子
補

給
金

補
助

金
4

-
個

事
業

6
1

4
4

3
1

8
継

続
(拡

大
)

1
3

,8
3

0
1

5
,7

0
3

2
5

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
遺

族
会

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
6

1
4

4
4

1
9

継
続

(維
持

)
2

7
0

2
7

0

2
6

社
会

福
祉

課
3

佐
倉

市
鉄

道
駅

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
整

備
事

業
補

助
金

補
助

金
4

県
団

事
業

6
1

4
4

4
1

9
継

続
(拡

大
)

3
2

,1
8

5
0

1
0

6
社

会
教

育
課

9
将

門
地

区
社

会
教

育
団

体
育

成
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

6
1

4
4

4
1

9
継

続
(維

持
)

1
0

0
1

0
0

7
0

産
業

振
興

課
6

佐
倉

商
工

会
議

所
事

業
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

1
2

,5
5

0
1

2
,5

5
0

(7
0

)
産

業
振

興
課

6
佐

倉
商

工
会

議
所

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

別
記

2
団

運
営

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

2
2

,9
5

0
2

2
,9

5
0

1
1

0
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
市

ス
ポ

ー
ツ

少
年

団
補

助
金

補
助

金
4

-
団

事
業

8
2

4
4

3
2

1
継

続
(拡

大
)

4
5

0
4

5
0

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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【
分

類
区

分
④

　
啓

発
、

誘
導

の
た

め
の

財
政

支
援

（
特

定
団

体
の

支
援

）
】

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性
 実

績
無

・
新

規
 平

成
2

2
年

度
当

初
予

算
額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点

1
1

2
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
市

運
動

広
場

管
理

運
営

事
業

補
助

金
補

助
金

4
-

団
事

業
8

1
4

4
4

2
1

継
続

(維
持

)
1

,8
2

2
1

,4
7

7

1
0

9
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
課

9
佐

倉
市

体
育

協
会

補
助

金
補

助
金

4
-

別
記

1
団

事
業

8
2

4
4

4
2

2
継

続
(維

持
)

4
,7

0
0

5
,5

3
0

1
8

件
合

　
　

　
　

　
　

　
計

1
1

2
,1

1
8

 
8

6
,6

3
8
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【
分

類
区

分
⑤

　
特

別
な

負
担

を
強

い
ら

れ
て

い
る

特
定

市
民

へ
の

弁
償

的
な

財
政

支
援

】

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

5
1

環
境

保
全

課
4

佐
倉

市
地

下
水

汚
染

に
係

る
浄

水
器

設
置

費
補

助
金

補
助

金
5

-
個

事
業

6
1

1
4

2
1

4
継

続
(維

持
)

1
0

0
1

0
0

1
1

6
交

通
防

災
課

2
被

災
者

住
宅

再
建

支
援

金
事

業
補

助
金

補
助

金
5

県
個

事
業

6
2

2
4

4
1

8
そ

の
他

新
規

0
1

5
,0

0
0

1
3

交
通

防
災

課
2

佐
倉

市
災

害
予

防
・

復
旧

工
事

資
金

利
子

補
給

補
助

金
補

助
金

5
-

個
事

業
8

2
2

4
3

1
9

継
続

(維
持

)
無

1
0

0
1

0
0

9
3

下
水

道
課

7
佐

倉
市

が
け

地
崩

壊
防

止
事

業
費

補
助

金
補

助
金

5
-

個
事

業
1

2
1

0
4

2
1

9
継

続
(維

持
)

無
0

0

1
0

0
学

務
課

9
佐

倉
市

遠
距

離
通

学
費

補
助

金
＊

補
助

金
5

-
個

事
業

1
0

2
4

4
3

2
3

継
続

(維
持

)
1

,0
3

7
1

,1
5

4

(1
0

0
)

学
務

課
9

佐
倉

市
遠

距
離

通
学

費
補

助
金

＊
補

助
金

5
-

個
事

業
1

0
2

4
4

3
2

3
継

続
(維

持
)

5
6

1
0

5

1
0

1
学

務
課

9
佐

倉
市

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励

費
補

助
金

補
助

金
5

国
個

事
業

1
0

2
4

4
4

2
4

継
続

(維
持

)
2

,4
7

5
2

,5
0

5

(1
0

1
)

学
務

課
9

佐
倉

市
特

別
支

援
教

育
就

学
奨

励
費

補
助

金
補

助
金

5
国

個
事

業
1

0
2

4
4

4
2

4
継

続
(維

持
)

2
,3

1
9

2
,2

9
3

1
1

交
通

防
災

課
2

災
害

見
舞

金
補

助
金

5
-

個
事

業
1

2
2

4
4

3
2

5
継

続
(維

持
)

2
0

0
2

0
0

7
件

合
　

　
　

　
　

　
　

計
6

,2
8

7
 

2
1

,4
5

7
 

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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【
分

類
区

分
⑥

　
一

定
水

準
の

市
民

生
活

を
保

障
す

る
た

め
の

財
政

支
援

（
扶

助
費

的
性

格
の

強
い

も
の

）
】

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

4
1

介
護

保
険

課
3

社
会

福
祉

法
人

に
よ

る
利

用
者

負
担

の
軽

減
実

施
に

伴
う

助
成

金
補

助
金

6
県

団
事

業
8

1
1

4
4

1
8

継
続

(維
持

)
無

3
0

3
0

1
2

交
通

防
災

課
2

佐
倉

市
災

害
被

災
者

賃
貸

住
宅

助
成

金
補

助
金

6
-

個
事

業
1

0
2

2
4

3
2

1
継

続
(維

持
)

無
0

0

9
8

教
育

総
務

課
9

高
等

学
校

等
奨

学
金

補
助

金
6

-
個

事
業

1
0

2
2

4
3

2
1

継
続

(維
持

)
6

,4
0

0

1
0

4
学

務
課

9
佐

倉
市

私
立

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

補
助

金
補

助
金

6
国

団
事

業
8

2
4

4
4

2
2

継
続

(拡
大

)
1

7
4

,7
5

6
1

9
0

,2
6

9

4
件

合
　

　
　

　
　

　
　

計
1

7
4

,7
8

6
 

1
9

6
,6

9
9

 

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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【
分

類
区

分
⑦

　
市

民
自

ら
企

画
、

提
案

・
実

施
す

る
公

共
サ

ー
ビ

ス
を

支
援

す
る

も
の

】

（
単

位
　

千
円

）

 公
益

性
 実

効
性

 目
標

達
成

性
 運

営
適

格
性

 補
助

額
適

格
性

 合
計

 方
向

性

2
0

自
治

人
権

推
進

課
2

市
民

提
案

型
協

働
事

業
助

成
金

補
助

金
7

-
団

事
業

8
1

3
4

4
2

0
継

続
(維

持
)

3
,0

0
0

8
8

6

1
件

合
　

　
　

　
　

　
　

計
3

,0
0

0
 

8
8

6
 

 実
績

無
・

新
規

 平
成

2
2

年
度

当
初

予
算

額

 平
成

2
3

年
度

6
月

補
正

計
上

後
予

算
見

込
額

N
o

担
当

課
款

補
助

金
名

称
区

分
分

類
国

・
県

基
準

外
団

・
個

種
別

評
価

点
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［資料3］補助金等交付基準(現行の交付基準)
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20 526  
  

22 156  
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ＮＯ． 区　　分 氏　　名 備　　考

1
学識経験者
［委員長］

ﾑﾄｳ　ﾋﾛﾐ
武藤　博己

法政大学教授

2 学識経験者
ﾖｼﾑﾗ　ﾏﾘｺ
吉村　真理子

千葉敬愛短期大学教授

3 学識経験者
ｶﾒﾔﾏ　ﾂﾈｺ
亀山　典子

日本総合研究所研究員

4 公募委員
ｲﾇﾂﾞｶ　ﾋﾛｼ
犬塚　博

市民公募

5 公募委員
ﾋｴﾀﾞ　ｼｮｳｿﾞｳ
稗田　省三

市民公募

委嘱期間 ： 平成23年3月28日～平成23年12月31日

佐　倉　市　補　助　金　検　討　委　員　会

　委　　員　　名　　簿
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［資料4］


